










序　　　　　文

　日本国政府は、スリランカ民主社会主義共和国政府の要請に基づき、同国の保健医療制度改善

計画に係る調査を実施することを決定し、国際協力事業団がこの調査を実施することといたしま

した。

　当事業団は、本格調査に先立ち、本件調査を円滑かつ効果的に進めるため、平成13年10月30日

から 11 月 15 日までの 17 日間にわたり、国際協力事業団 社会開発調査部 社会開発調査第二課

課長 木邨 洗一氏を団長とする事前調査団（S／W協議）を現地に派遣しました。

　調査団は本件の背景を確認するとともに、スリランカ民主社会主義共和国政府の意向を聴取し、

かつ現地踏査の結果を踏まえ、本格調査に関する S／Wに署名しました。

　本報告書は、今回の調査をとりまとめるとともに、引き続き実施を予定している本格調査に資

するためのものです。

　終わりに、調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。

　平成 14 年２月

国際協力事業団
理事　泉　堅二郎
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第１章　事前調査の概要

１－１　要請の背景

（1）スリランカ民主社会主義共和国（以下、「スリランカ」と記す）（総人口約 1,878 万人、面積

６万 5,000 万 km2、１人当たりGNP 810 米ドル）の保健セクター状況については、レファラル

システムの不備により、地域間の医療サービスの格差が発生し、また医療費のうち国庫負担で

賄える金額にも限度があり、地域格差や疾病構造の変化に対応できない状況にある。

（2）スリランカの保健セクター状況は、国内の地域間格差が大きく、首都の乳幼児の死亡率は

10人未満／1,000当たりであるが、南部４県ではその倍以上である。また医療システムが十分

には運用されていないために、レファラルシステムや施設整備、人材育成が十分に行われてお

らず、この結果地域や貧富の差によって、医療サービスのアクセスに大きな格差が生じてい

る。同国の経済成長に伴い疾病構造が徐々に変化しており、同国に対しては、ほかの後発開発

途上国（LLDC）への対応と異なるアプローチが必要となっている。しかしながら、現在のス

リランカの保健セクターの財務状況では、施設拡充や人材育成を十分行うことができない。

（3）これに対してスリランカ政府は「保健医療開発６か年計画（1999 ～ 2005）」を掲げ、医療体

制整備をめざしてきた。しかしながら、有効なレファラルシステムの整備や、保健医療サービ

スの提供が、患者や地域住民のニーズにあった形で展開されているとはいいがたい。

（4）我が国のスリランカ保健セクターにに対する協力は、これまで施設、機材、人材育成面が主

であり、援助の効果は大きいが、保健計画の策定など政策支援・管理運営面の協力はあまり実

績がない。他機関の援助についても多くのプロジェクトが実施されているが、抜本的な改善

につながるようなプロジェクトは、これまでのところ実施されておらず、それぞれの援助が大

きな効果を生むことなく散発的に実施されている。このため医療機関の独立採算制の導入の検

討、レファラルシステムの構築、地方医療の強化等を軸とした、国家保健医療制度改革のマス

タープラン（M／ P）の策定が求められている。

（5）係る背景の下、スリランカ政府による要請に基づき、今般、本件調査を実施することとなっ

た。

１－２　事前調査の目的

　スリランカ政府の要請に基づき、同国保健省をカウンターパート（C／ P）として、地域保健

医療サービスを強化する国家保健医療制度改革のM／Pづくりを目的として、開発調査を実施す

る。今回は同調査実施細則（S／W）署名のための事前調査団の派遣を行った。
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１－３　事前調査団の構成

　調査団員の構成を表１－１に示す。

担当分野

団長・総括

保健医療

医療保険政策

調査企画／事前評価

保健医療

（情報処理・統計処理）

病院経営管理・

医療保険

氏　名

木邨　洗一

半田　祐二朗

泉田　信行

稲岡　美紀

木村　裕幸

牧　　賢蔵

所　　属

国際協力事業団 社会開発調査部 社会開発

調査第二課 課長

国際協力事業団 国際協力専門員

国立社会保障・人口問題研究所 研究員

国際協力事業団 社会開発調査部 社会開発

調査第二課

株式会社日本開発サービス 調査部

ユニコ インターナショナル株式会社 経済

協力プロジェクトグループ

派遣期間

2001年 10月 31日

～11月 11日

2001年 10月 31日

～11月 11日

2001年 10月 31日

～11月 11日

2001年 10月 31日

～11月 11日

2001年 10月 31日

～11月 16日

2001年 10月 31日

～11月 16日

表１－１　調査団員構成

表１－２　調査日程

１－４　事前調査日程

　事前調査の日程を表１－２に示す。

１

２

３

４

月　日

10月 30日

10月 31日

11月 １日

11月 ２日

曜

水

木

金

土

時　間

９：30

10：30

11：30

14：30

９：00

11：00

14：00

調査内容 宿　泊

官団員

2001年 10月 31日～11月 11日

コロンボ

コロンボ

コロンボ

コロンボ

コンサルタント

2001年10月31日

～ 11月 17日

木邨団長 木村、牧半田専門員 泉田研究員、稲岡

成田→シンガポール（SQ997；12：00～ 18：20）

JICAスリランカ事務所表敬：海保所長

日本大使館表敬：井関一等書記官

Department of External Resources: Mrs. Sujatha Corray. Director

Ministry of Health, Indigenous Medicine and Social Services: Dr. A.M.L

Beligaswane. Directory General （Health Services）

Discussion with Officials of Ministry of Health, Indigenous Medicine and

Social

Sri Jayawardenapura General Hospital: Dr. L.D.Lanerolle, Director

Medical Office of Health, Maharagama: Dr. Kelepotha, MOH Officer

Base Hospital, Homagama
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５

６

７

８

９

10

11

12

13

月　日

11月 ３日

11月 ４日

11月 ５日

11月 ６日

11月 ７日

11月 ８日

11月 ９日

11月 10日

11月 11日

曜

日

月

火

水

木

金

土

日

月

時　間

９：00

11：00

14：00

10：00

15：30

16：30

９：30

11：30

16：00

10：30

11：00

８：00

13：00

14：00

９：00

15：00

調査内容 宿　泊

官団員

2001年 10月 31日～11月 11日

コロンボ

コロンボ

コロンボ

コロンボ

コロンボ

コロンボ

コロンボ

コロンボ

コロンボ

コンサルタント

2001年10月31日

～11月 17日

木邨団長 木村、牧半田専門員 泉田研究員、稲岡

資料整理

Cancer Hospital, Maharagama: Dr. Y. Ariyarathne, Director

Base Hospital, Homagama

General Hospital （Colombo South）

Biomedical Engineering

Service: Mr. J.L.

Jayatilaka

UNFPA Office

Asian Development Bank. Mr. K. M. Thilakaratne, Prog, Officer

World Health Organization (WHO)

World Bank Office

Discussion on S/W, Ministry of Health

Department of External Resources, Mr. Faiz Mohideen, Deputy Secretary

Discussion on S/W, Ministry of Health

Discussion on M/M. Dr. A. M. L. Beligaswaue

Signing of S/W, M/M, Department of External Resources, Mr. Faiz

Mohideen

Signing of S/W, M/M, Ministry of Health, Mr. Tilak RANAVIRAJA,

Secretary

ミャンマー経

由後11月15日

帰国

マンダレー市

セントラルド

ライゾーン給

水計画調査

キャンディ経

由後12月22日

帰国

ペラデニア大

学歯学教育プ

ロジェクト

コロンボ→シンガ

ポール（SQ 4 0 1）

（１：35～７：20）

シンガポール→成

田（SQ012）（９：45

～ 17：05）

10：30　Nawaloka

H o s p i t a l ,  M r .

Wikramarachchi

収集資料整理

Ministry of Health,

（Planning / International

Health / Health

Information） : Dr. Ajith

Engineering Solutions

Pte.Lte., Mrs. I.
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１－５　相手国受入機関

　事前調査団は、スリランカ側受入機関である保健・伝統医療・社会サービス福祉省（以下、「保

健省」と記す）、財務省外部資源局（Department of External Resouce：ERD）等関係機関と協議

を行い、2001年 11月９日保健省次官、及びERD局長との間でS／W、協議議事録（M／M）の

署名交換を行った。

14

15

16

17

月　日

11月 12日

11月 13日

11月 14日

11月 15日

曜

火

水

木

金

時　間

９：30

13：00

15：00

16：00

10：00

９：00

15：00

14：30

調査内容 宿　泊

官団員

2001年 10月 31日～11月 11日

コロンボ

コロンボ

コロンボ

コンサルタント

2001年10月31日

～ 11月 17日

木邨団長 木村、牧半田専門員 泉田研究員、稲岡

Ministry of Health

Finance, Mr. P. A. P.

Pathirathna

Biomedical Engineering

Service: Mr. J. L.

Jayatilaka

Industrial and

Commercial Insurance

Brokers （Pte） Ltd, Mr.

H. P. Wijeratne

Ministry of Health,

Planning, Dr. Thushara

Biyagama Rural Hospital

Ministry of Health,

Planning: Dr. Thushara

Fernando

JICA スリランカ事務所

報告

コロンボ→シンガポー

ル（SQ401）

（１：35～７：20）

シンガポール→コロン

ボ（SQ012）

（９：45～ 17：05）
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１－６　協議概要

（1）S ／W協議の結果

　　スリランカ保健省に開発調査のシステムの概要について説明を行った。そのうえで本調査の

スケジュール、及び本格調査方針を説明し、S／W案を提示した。先方保健省関係者は同案に

ついて十分な理解を示した。

　　なお、ERDにおいて、S／Wのスリランカ側の取るべき事項中の表現としての exempt は、

実施官庁が税支払いを行うスリランカのシステムと相容れないため、bear  と表現すべきとの

コメントがあり、これに従うこととした。

　　世界銀行（WB）への表敬、意見交換において、WBが PHRD ファンドにて実施を予定して

いる調査との重複の危惧が判明したが、スリランカ保健省次官及びERD局長、WB担当者を交

えた公式協議において、あくまでWB 調査が国際協力事業団（JICA）によるM／ P 調査の

S／Wを侵すことなく実施されるよう、スリランカ側が責任をもって調整することが確約され

た。この結果、WBとの調整に係るスリランカ側の責任をM／Mに明確に掲載することで、

本件 S ／Wの署名について外務本省の了解を得、S ／W、M／ Mの署名交換を行った。

（2）その他の機関との協議結果

　　国連人口活動基金（ UNFPA）、アジア開発銀行（ADB）、世界保健機関（WHO）、WB、国連

開発計画（UNDP）のスリランカ事務所を訪問して協議を行い、援助方針や今後の援助実施予

定などについて意見交換を行った。各援助機関の援助動向については、３－３－２記載してい

るが、今後も情報を交換し、互いに協調していくことでおおむね合意した。
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第２章　対象地域の概要

２－１　自然条件、文化、習慣等

２－１－１　自然状況

　スリランカは、インドの南 29km、インド洋上（北緯 5.5 ～ 9.5 度、東経 79.4 ～ 81.5 度）に位

置し、面積は約６万5,607km2で九州よりやや大きく、北海道よりやや小さい島国である。地形は

西洋梨形であり、島の北半分はほとんど平地であるのに対し、南半分は密林が続く山岳地帯に

なっている。

　気候は、全島が高温多湿の熱帯性気候で、モンスーン・シーズン〔島の南西部の平地と高地に

多量の降雨をもたらす南西モンスーン期（５～９月）、主として島の北東部に降雨をもたらす北

東モンスーン期（12 ～２月）〕が年２回ある。コロンボ首都圏の年間平均気温は 27℃で、最高

28℃、最低 26.3℃と年間を通して安定している。年間降水量は合計 2,241.5mm である。

　図２－１にコロンボ首都圏における年間気温、降水量を示す。

図２－１　コロンボ首都圏における年間気温・降水量
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２－１－２　文化、習慣等

（1）人種構成

　　スリランカの人種構成は、シンハリ（74％）、タミル（18％）、ムーア（７％）、バーガー、

マレイ及びヴェッダ（１％）となっている（1999 年推計、CIA World Fact Book より）。

（2）宗　教

　　宗教別による構成は、仏教徒（70％）、ヒンズー教徒（15％）、キリスト教徒（８％）、及

びイスラム教徒（７％）となっている。一般的に、人口の約７割を占めるシンハリ人が仏教

徒であり、タミル人はヒンズー教を、ムーア人などはイスラム教を信奉している。キリスト

教徒はアジア・ヨーロッパ系の人種にわたっており、ほとんどがカトリックである。

（3）言　語

　　公用語は、シンハラ語及びタミル語であるが、都市部では英語も使用されている。

（4）文　化

　　スリランカの文化は仏教を中心として栄え、ヒンズー教、イスラム教等の宗教色を加え

て、独特の発展を遂げてきた。このなかで培われた古代からの伝統文化は滅びることなく、

特に農村部などの生活のなかで今も受け継がれている。またスリランカ中部、北部には数

多くの有名な仏教遺跡、仏塔、仏画、寺院、仏像が残存しており、同国はその保護、保存に

努めている。

　　スリランカでは、都市部を中心に徐々に規制が緩んではきたものの、現在でもカースト制

が存在する。地域、民族により多種多様なカースト制があるが、カースト位階別に伝統的職

業に従事する点や、厳しい異カースト婚忌避がある点では共通している。また、ヒンズー教

徒であるタミル人のみならず、シンハリ仏教徒社会にもカースト制がある。

　　スリランカのカースト制は、その起源がインドにあるとされるが、インドのカースト制が

祭司階級至上とするのに対し、必ずしも宗教的地位を優先しない点で異なる。また、カース

ト位階もインドにおいて数千に及ぶのに対して、30 あまりに過ぎない。

（5）その他

　　表２－１にスリ・ランカの略史を記す。
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表２－１　スリランカの略史

２－２　社会・経済状況

　スリランカにはベダ族という先住民族がいたが、紀元前６世紀ごろ、インド北部からシンハラ

人が侵入し、その統率者であるヴィジャヤ王子がスリランカを建国したと伝えられている。シン

ハラ王朝は仏教文化を中心として栄えていたが、16世紀初頭ポルトガル人の侵入を受け、西部海

岸一帯を占領された。以来、ポルトガル、次いでオランダ、ドイツの植民地支配を受け、1802年

には英国の直轄植民地となった。その後、1948年に英国連邦内の自治領セイロンとして独立し、

1972年５月には新憲法を制定するとともに、国名を「セイロン」から「スリランカ」に変え、完

全独立国となった。

年

紀元前483年

紀元前250年

1505年

1658年

1802年

1948年

1972年

1977年

1978年

1983年

1987年 ７月

1989年 １月

1989年 ２月

1990年 ３月

1993年 ５月

1994年 ８月

1994年 10月

1994年 11月

1999年 12月

2000年 10月

出来ごと

ヴィジャヤ王子（シンハラ族の祖といわれる）スリランカ上陸

シンハラ王朝建設

仏教伝来

ポルトガル人来航

オランダ人来航

アミアン条約により英国植民地となる

英国連邦内の自治領として独立

国名をセイロンよりスリランカ民主社会主義共和国に改称

政体を共和制に変更

第８回国会議員選挙

統一国民党（UNP）政権発足

ジャヤワルダナ大統領就任

大騒擾事件

スリランカ・インド合意成立

インド平和維持軍（IPKF）がスリランカ進駐

プレマダーサ大統領就任

第９回国会議員総選挙

IPKF完全撤退

プレマダーサ大統領暗殺、ウィジェートゥンガ大統領就任

第10回国会議員総選挙で野党人民連合（PA）が政権獲得

ガーミニー・ディサナヤケUNP大統領候補暗殺

大統領選挙、クマーラトゥンガ大統領就任

大統領選挙、クマーラトゥンガ大統領再選

第11回国会議員総選挙で与党人民連合が政権維持
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２－２－１　政　治

　スリランカは 1977 年に憲法を改正し、最高権力を大統領に集約し、大統領内閣制となった。

大統領は国民の直接選挙で選出され、任期は６年である。1978年２月、初代大統領にジャヤワル

ダナ首相（統一国民党；United National Party：UNP）が就任し、国名もスリランカ民主社会主義

共和国と改められた。

　1994 年８月の議会総選挙で、自由党（Sri Lanka Freedom Party：SLFP）を中心とする左翼陣営

「人民連合」（People's Alliance：PA）が第１党となり、17年ぶりに与野党が逆転し、同年 11月の

大統領選挙では、クマラトゥンガ首相（PA）が大差で当選し、第４代大統領に就任した。以来、

PA が小政党との連立により政権を維持している。

　2001年６月に最大野党統一国民党は、野党のタミル政党とともに政府への不信任動議を国会に

提出したことにより、議会は解散し、12月５日に総選挙が実施されることになり、その動向が注

目されている。

　他方、1980 年代半ばに発起した少数民族タミル人の過激派「タミル・イーラム解放の虎

（LTTE）」による反政府武力蜂起、分離独立闘争はいまなお解決をみず、北・東部地域では散発的

な戦闘が続いている。その一方で、スリランカ政府、LTTEの双方はノルウェー等諸外国の仲介

による和平交渉の開始に向け、信頼醸成のための措置につき調整を行っているが、現時点では互

いの主張には隔たりがあり、和平交渉開始の具体的目途はいまだ立っていない。現在、北・東部

以外の地域の治安状況に大きな変化はないが、治安当局はコロンボ市内にはLTTEの自爆テロ要

員が潜伏しているとみており、引き続き要人等へのテロ行為が懸念されている。

２－２－２　経　済

　スリランカ国の経済は、GDP成長率において各年４～６％強の成長が続いており、１人当たり

のGDPにおいても、1980 年代平均 363 米ドルから 856 米ドル（2000 年推計）まで伸びている。

　表２－２、表２－３に同国の経済指標を示す。

　スリランカの主要産業は、紅茶、ゴム、ココナッツ、及びコメを主体とした農業が中心であり、

輸出の約半分は一次産品が占めている。しかしながら、コメなどは輸入に頼っており、また上記

主要産品は、世界市場の影響を受けやすいため、政府は生産の拡大や工業の育成に努めている。

その結果、現在では、食品加工、繊維・アパレル、飲食産業、通信、金融等へと移行しつつある。

　1996 年の輸出品目では、1970 年代に 90％以上の割合を占めていた紅茶・ゴムなどの一次産品

は 20％にまで減少し、変わって GDP の６割を占める繊維、宝石が伸びている。

　しかしながら、LTTE による国内紛争問題は、観光、外資の導入にはマイナス要因であり、同

国の経済成長の妨げになっていることから、早期の解決が望まれる。

　スリランカ中央銀行では、次期経済リフォーム策として、一次産品以外のマーケットの拡大と
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表２－２　主要マクロ経済指標

表２－３　セクター別GNP占める割合

*2000年は推計

出所：スリランカ中央銀行

Annual Report 2000, Central Bank, Sri Lanka p1, Table 1-1

項　目

GDP成長率（実質）

GDP１人当たり（名目）

GDP１人当たり（名目）

失業率

物価指数（1974年＝100）

貿易（対前年比）

　輸　出

　輸　入

外貨交換レート

（対米ドル）

年

％

米ドル

Rs.

％

％

％

％

Rs.

1980～

1989平均

4.2

362

9,680

N.A.

N.A.

N.A.

N.A.

N.A.

1990～ 1995

平均

5.3

549

27,102

14.0

22.2（1990）

29.7（1990）

7.6（1990）

40.06（1990）

1996

3.8

759

41,940

11.3

20.0

4.1

0.4

55.27

1997

6.8

814

47,988

10.5

6.9

10.6

12.3

58.99

1998

4.7

839

54,220

9.2

6.1

0.1

12.4

64.59

1999

4.8

825

58,077

8.9

0.3

5.0

0.2

70.39

*2000

6.0

856

64,855

7.7

1.7

18.3

12.0

75.78

分　野

農林水産

鉱物資源

製造

建設

サービス

　電気、ガス、水道

　運輸、倉庫、通信

　卸、小売り

　金融、保険、不動産

　住宅購入

　行政、防衛

　その他サービス

GDP

1978年

30.8

2.2

18.4

4.7

44.4

0.4

10.7

19.7

2.2

3.7

3.6

4.1

100.0

1998年

21.1

1.9

16.5

7.6

52.9

1.5

11.1

21.5

7.6

1.9

5.3

4.0

100.0

1999年

20.7

1.8

16.4

7.6

53.5

1.5

11.4

21.2

8.1

1.8

5.3

4.1

100.0

2000年

19.4

1.9

16.8

7.3

54.6

1.2

11.7

22.6

8.1

1.8

5.2

4.0

100.0

（％）

出所：スリランカ中央銀行

政府による小麦輸入専売の規制緩和、及び金融セクターにおける競争力強化を提案している。
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表２－４　社会基盤整備状況

２－２－３　社会基盤整備状況

　スリランカにおける社会基盤整備状況を表２－４に示す。

（1）電　気

　　スリランカの電力供給事情は、決してよいとはいえない。1994年当時、スリランカ全土で

の電力普及率は 44％に過ぎず、コロンボ市においても 76％程度であった。地方部、特に北

中央地域（ポロナルワ）、中部山岳地域（ヌワラエリア）、南部地域（マタラ、モナラガラ等）

（％）

出所：UNDP National Human Development Report 1998

　　　Regional Dimensions of Human Development, Sri Lanka P32, Table2.2

州

西　部

中　央

南　部

北　西

北部中央

ウ　バ

サバラガムラ

県

コロンボ

ガンパハ

カルタラ

キャンディ

マタレ

ヌワラエリア

ゴール

マタラ

ハンバントータ

クルネガラ

プッタラン

アヌラダプラ

ポロナルワ

パドゥーラ

モナラガラ

ラトナプラ

ケゴール

スリランカ全体

安全水普及率

71.81

73.92

65.05

65.41

52.01

55.50

67.89

安全水普及率

95.11

81.40

68.91

74.27

82.73

84.75

60.68

62.79

71.68

72.53

71.68

64.34

36.28

45.64

52.67

55.84

47.82

72.09

下水普及率

88.81

75.60

79.75

69.66

68.31

65.89

77.28

下水普及率

94.81

87.19

84.44

83.18

79.00

64.62

79.44

84.35

75.47

71.16

69.16

62.77

73.85

70.80

60.99

74.71

79.85

76.16

電気普及率

64.74

34.99

40.77

31.29

27.77

26.58

25.56

電気普及率

76.60

66.34

51.27

52.29

28.24

26.48

47.61

49.08

25.63

23.38

39.20

32.60

23.95

37.30

17.77

24.67

26.44

43.77
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【参　考】

電　圧 230～ 240ボルト 周波数 50ヘルツ

プラグタイプ

（2）上下水道

　　安全水（上水道）の供給は、全国平均 72％（1998 年）から 83％（1999 年）と改善されつ

つある。また、衛生排水（下水道）においても、同様の普及率にある。しかしながら、電力

と同様に、地方（ポロナルワ市 36％）における安全水の普及率は、都市部（コロンボ市

95％）と比較して低い。また、都市部であっても、郊外では井戸水を利用しているところも

ある。

（3）電　話

　　一般への普及度は低い（49 万 4,509 回線、1998 年）が、コロンボ市内では特に不便はな

い。しかし、回線数が少なくインフラが古いため、しばしば不通になることがある。新規の

設置にはかなりの日数を要するが、民間電話会社が取り扱う携帯電話（GSM方式）の取得は

容易で、近年急速に普及しつつある（22 万 8,604 回線、1999 年）。

　　なお、市街地の公共施設には、コイン・テレホンカードを使用する公衆電話も設置されて

いる所がある。

（4）ガ　ス

　　スリランカでは都市ガス設備は整備されていない。一般的にはLPガスが普及しており、

での普及率は平均を大きく下回っており、紛争の続く北部、東部地域は更に低いと考えられ

る。

　　国民１人当たりの電力消費量は、年間 244kW/h（1999年、日本は 7,322kW/h）であるが、

1980 年当時（96kW/h）と比較すると、経済発展につれて増加傾向にある。しかしながら、

供給電力は不足しており、コロンボ市内であっても毎日夜間に 45 分間の計画停電が実施さ

れている。

　　日中でも断続的に短時間の停電が発生することもあり、また電圧変動は±10％程度とされ

ているものの、施設・設備や使用状況によって異なるため、コンピューター等精密機器の使

用にあたっては注意が必要である。
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またブタンガスも利用可能である。

（5）廃棄物処理

　　コロンボ都市域では、発生したゴミの90％近くが収集されているが、周辺域の主要都市で

は 35～ 50％であり、更に規模が小さい自治体では発生量のほんの一部しか収集されていな

い。その結果、大量のゴミが低湿地に投げ捨てられ、その多くは排水溝、水路、湖沼に流れ

込み、水質汚染、水路の目詰まりによる氾濫や悪臭の原因となっている。コロンボ都市域で

は、仮置き場に出されたゴミは、収集トラックによってウェランピティヤのゴミ最終処分場

へ運搬される。しかし、処分場の容量が残り少なく、衛生面でも埋め立てが十分に行われて

いないことから、浸出水による水質汚染など周辺環境への影響が生じている。

　　このような状況に対し、我が国も無償資金協力において「コロンボ市ゴミ処理改善計画」

を実施している。
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第３章　保健医療に係る現状と課題

３－１　保健医療分野の基本方針

（1）保健政策及び上位計画

　　スリランカにおける保健医療分野の政策としては、国家保健医療開発計画（1999 ～ 2004）

が現状では存在している。保健医療６か年計画は開始を1999年とし、終了を2004年としてお

り、スリランカにおける保健医療体制の全般的な現状評価、戦略的項目の分析、及び将来的ビ

ジョンを含んでいる。主な達成項目としては、保健医療のための資源、保健医療サービス、健

康と環境、保健医療システムのマネージメント、及び健康の問題が含まれている。

1）　保健医療のための資源

　　全国レベルに及ぶ保健医療のためのインフラ、医療施設、病院、及び特別のプログラムが

存在する。全般的に保健医療については、現状では、住民はその住居からほぼ１ km以内で

公的施設、又は民間施設を利用することができる。基礎的な医薬品については、住民の直接

的費用負担なし（無料）で医療に必要なものが提供されている。特別の医療専門家、看護婦、

技師を除いて、住民に対し、合理的かつ有効な保健医療サービスに必要な人材は充足されて

いる。しかし、効率的かつ有効な保健医療サービスを行うために必要な計画・生産・利用を

含むマネージメントのための人材は、改善する必要がある。

2）　保健医療サービス

　　保健医療サービスの提供システムで利用可能なサービスは、治療及び疾病予防には適切で

あった。治療サービスの範囲と質は、異なったレベルのそれぞれの医療機関で過去数年にわ

たって改善がなされてきた。母子医療のカバー率は高く、家族計画プログラムでは、避妊法

適用率（60％）は現在よりも改善傾向にある。６種類のワクチンにより、予防可能な疾患に

対する予防接種はほとんど全国に普及している。既にポリオは根絶され、また新生児の破傷

風もほとんど消滅した。ジフテリア、百日咳、はしかも有効に制御されており、感染性疾患

のほとんどが減少傾向にある。また下痢性の疾患による死亡率も劇的に減少した。

3）　健康及び環境

　　スリランカは工業的汚染、及び周辺大気汚染を含む環境保護に関する法体系を有する。最

近では環境問題、それに起因する健康問題に関して、政策立案者、行政官、及び公的部門の

その他の責任者における認識は高まってきている。しかしながら、工業、交通運輸、その他

からの環境汚染を防止するために適切でない活動も存在しており、環境汚染を防止し、環境

の改善することの重要性に対し、一部の公的部門では認識の欠如がある。特に安全な上水の

供給においては、達成結果は限定的なものである。
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4）　保健医療システムのマネージメント

　　スリランカの保健医療システムは、保健衛生状態の不均衡を減少させるための政策により、

十分支持されている。その内容は、プライマリー・ヘルスケア（PHC）の充実、保健医療行

政の地方分権化、保健医療のための人材開発、疫学的調査活動、保健医療への住民のアクセ

スである。

　　しかしながら、全体的に政府、NGO、地域社会それぞれの異なったレベルにおける保健医

療政策と、戦略的な選択肢において適切ではないものがある。市場経済を指向する国家政策

に照らして、保健医療サービスにおける公平性を推進し、かつ効率性を確保するための明確

な戦略的骨組みが存在していない。

　　保健医療サービスにおける公営・民営の組み合わせの問題は、本気で検討されていない。

保健医療サービスの計画、又はマネージメントにおいては、セクター（部門）間の協力、及

び地域社会の参加が適切とはいえない。分析的決定、行政責任、専門的行為の質、資源活用

の効率性において、マネージメント上の実行には多くの改善が必要である。

5）　罹患率及び死亡率

　　従来、国民の平均寿命は上昇傾向にあり、特に女性にその傾向が著しい。成人、小児、５歳

未満児、妊産婦のいずれも死亡率は顕著に減少しており、今後も更に減少が続くものとみら

れる。感染症、特に５種類の EPI（予防接種拡大計画）のターゲットとなっている疾患は、

結核を除いて罹患率が大きく減少してきている。しかし、マラリア、結核、フィラリア症、

デング出血熱（DHF）、日本脳炎（JE）は、いまだに公衆衛生上の大きな問題である。性感

染症（STD）／エイズは脅威となる可能性がある。心血管疾患、脳血管疾患、悪性腫瘍、精

神疾患、糖尿病、事故、中毒、薬物の誤用は増加傾向にある。身体障害者の問題も増加傾向

にある。疫学的にゆっくりとした変化が起きており、疾患の二重の負荷（開発国特有の疾患

と先進国型疾患）がかかってきている。栄養状態、特に妊婦及び５歳未満児の栄養状態につ

いては改善されていない。特にエステート地区（プランテーションのある私有地）の住民、

都市貧困層、被差別階層の健康、及び栄養状態は全国平均の水準を下回っている。

（2）関連する法規・制度

　　将来の健康政策及びマネージメントのガイドラインとして、多くの政策指標が採用されてい

る。このなかには、保健医療サービス提供における平等性の推進、保健医療分野における人間

の尊厳の確保、保健医療の効率性・有効性の改善、さらに、特に健康増進と疾病予防に対する

更なる資源の確保が含まれる。

　　保健省は、つい最近では多くの計画に対してイニシアティブを取り、保健医療分野の開発の
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ための将来計画が10年間の期間に対して策定された。1998～2002年までの５か年計画が策定

され、国家健康政策実行のために任命された大統領特別チームは、政策実行のための戦略的骨

組み策定を指示した。５つの重点分野が６か年計画として指定されたが、その内容には以下の

ものが含まれている。すなわち、①保健医療サービス提供体制における不平等性軽減のための

地域病院の改善、②特定階層の特殊なニーズを満たすためのサービスの拡大、③特に学校にお

ける保健教育に重点を置いた健康増進活動の強化、④効率性・有効性の改善のための組織・機

構の改革､⑤代替的な財源、公営・民営の共存、合理化された人的資源の開発を含む資源の動

員とマネージメントである。

　　この計画は既に準備され、上記の５つの重点分野の計画の関係が点検中で、政府の健康政策

の全体計画にも検討が加えられている。　　

　　重点分野にかかわる多くの調整とサービスが、それぞれの計画と組織の下で既に実行に移さ

れている。これがいかなる垂直的なプロジェクトも重点分野に対して、独占的に提案されてい

ない理由である。その代わりに現在実施中のサービスの継続的な実施と、新規の開発活動の点

から関係する計画の下で、必要な調整が行われている。

（3）達成目標

　　この計画は、スリランカにおける保健医療の将来計画を指向した道標として描かれており、

国家としてのスリランカの 2020 年までのビジョンである。

①　ポリオ、新生児破傷風、百日咳、はしか、ハンセン病、フィラリア症、狂犬病の完全な

撲滅

②　感染症・非感染症に起因して発生し得る死亡率と身体障害者の発生率の最小化

③　薬物濫用、自殺、事故などの条件による影響の最小化

④　あらゆる種類の回避可能な汚染・環境悪化から解放された健康的な環境の創造と維持

⑤　健全で科学的かつ参加型マネージメントの支持を得て、以下の条件を確保する。

・資源の配分と活用における効率性

・サービス提供へのアクセスの公平性

・結果に対する管理上の責任

・意思決定における専門性の高い自治

・保健医療における住民への権限の移管

　　特に、６か年開発計画の目的は下記のとおりである。

a）　インフラストラクチャーの整備、人的資源のマネージメント、サービスの提供、住民の

疾患防止と健康状態維持の面における達成を統合すること

b）　新規に発生しつつある、あるいは再度発生しつつある疾患、非感染性、及び加齢に起
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因する疾患、薬物濫用、環境悪化等の発生率の増加傾向によって影響を受けた、健康に対

する新しい挑戦に対応すること

c）　積極的な健康増進、地域社会への権限委譲、保健医療サービスの質の改善、サービス提

供における公平性の確保、資源配分と、活用面における効率性に特別の重点をおいた健康

開発プロセスを強化すること

d）　保健医療システムのあらゆるレベルにおける、特に公営・民営機関の共存、セクター

間の協力、保健医療計画と資源の動員のための代替的メカニズムにおける市民社会の参加

を促進するための戦略的調整によって、計画の立案、マネージメント、及びサービスの提

供を改善すること

1）　重点分野１

　　保健医療サービスの配置の不公平の削減、及び高度医療機関の改善のための各地域におけ

る病院の改善。

　　対象病院は以下のとおりである。

・国立スリランカ病院（NHSL）

・レディー・リッジウェイ病院（教育病院）

・眼科病院

・デソヤ婦人科病院

・キャッスルストリート婦人科病院

・キャンディ総合病院（教育病院）

・ペラデニヤ総合病院

・ラガマ総合病院（教育病院）

・カラピチア教育病院

・ジャフナ総合病院

・コロンボサウス総合病院（教育病院）、カルボウィラ教育病院

・カルタラ総合病院

・ベルワラ地域病院＋ PU ダルガタウン＋アルスガマ地方病院

・国家がん抑制計画

・ラガマ・リハビリテーション病院

・歯科病院

・呼吸器疾患抑制計画

・カンダナ地域病院

・マハモダラ教育病院
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・バチサロア教育病院

・ラトナプラ総合病院

・ケガレ基礎病院

・クルネガラ総合病院

・マータラ総合病院

・地方病院の改善計画

　タンガレ地域病院、バラピチヤ地域病院、ニカウェラチヤ基礎病院、ほか 12 病院

2）　重点分野２

a）　ハンセン病対策

①　背景と現状

　　ハンセン病対策は 1990 年以来強化されてきた。マスメディア、及び社会的マーケ

ティングの技術を通じた保健教育を含むキャンペーンにより、ハンセン病を治癒でき

ることを一般大衆に教育し、認知の促進、適切な支援を実施した。

　　保健医療提供サイドの各層に対し、大規模な訓練を行い、診断、及び治療技術が全

国の225か所の診療所のハンセン病専門医に伝達された。世界保健機関（WHO）が推

奨する薬剤多重投与療法が全患者に適用され、伝染の防止と初期段階での治療により、

身体の変形の防止に有効であった。1990年以来、１万6,700人の新規の患者が発見さ

れ、そのほとんどが治療を完了した。発生率については、WHOの定める削減目標（人

口１万人当たり１人以下）が達成されたが、それには自己申告の劇的な増加があった。

②　キャンペーン推進組織

　　ハンセン病キャンペーンでは、以下の２つの目標の実現を可能とする医療チームを

維持している。

・薬剤多重投与療法を新患に適用しつつ、適切な変形／身体障害治療とリハビリテー

ション療法を与えることにより、この病気にかかった患者全ての生活の質（QOL）

を改善する。

・手技とノウハウすべてを医療サービス提供者に分かち与え、ハンセン病に関係する

若者と地域社会に知識を持続させ有効かつ有意義にする。

③　課　題

　達成の事実にもかかわらず、まだいくつかの問題が残存している。

・ハンセン病は３つの地域では消滅しておらず、北部及び東部地域では正確な状況が

不明であること。

・新患の10％が依然として症状が相当進行した状態であり、このことは未治療の患者

がいることを示している。
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・ハンセン病専門の診療に来院する前に他の医療機関にかかっていて、誤診のため

誤った治療を受けている患者がいる。

・健康に関する教育が一部の住民には伝わっていない。

・この病気にはどの程度の偏見がもたれているか不明である。

④　実施計画

・患者の適切な治療へのタイムリーな紹介

・北部及び東部の混乱地域におけるハンセン病抑制策の改善

・ハンセン病患者の総括的な治療

・特にコロンボ市内におけるハンセン病患者の通常の治療

・系統的に活用し得る情報システムの改善

b）　非感染性疾患（生活習慣病）対策

　　感染性の疾患は罹患率、死亡率とも統計が取られている。一方、非感染性疾患もますま

す発生率は増加している。この原因は、

・生活習慣の変化による。

・人口の高齢化により、先進国で支配的な疾患に向かっている。

　　このような状況下で取り得る戦略としては、地域社会における非感染性疾患への認識を

深めること、治療施設を改善すること、他の政府機関と非政府組織の協力関係を強化する

ことである。

　　非感染性疾患でスリランカが成功したケースは、ヘビに噛まれて死亡する率の減少であ

り、これは強い認識プログラムにより志気の高まった住民への西洋流の治療法による。

　　同様に、他の非感染性疾患へ積極的、予防的、治療的、リハビリ的な活動が実を結ぶこ

とになろう。

c）　疫学ユニット

①　目標及び目的

・疾病調査

　感染性疾患、非感染性疾患の調査活動の強化

・免疫拡張プログラム

　EPI ターゲット疾患の根絶、削減及び減少

・下痢性疾患及び急性呼吸器感染症の抑制

　下痢性疾患、急性呼吸器感染症の罹患率、及び死亡率の削減

・DHF、JE 及び風疹

　罹患率、死亡率の削減
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・新規発生疾患及び再発疾患

　新規疾患・再発疾患の予防及び抑制

②　活　動

・疾患全般の調査

・免疫拡大プログラム

・下痢性疾患及び急性呼吸器感染症の抑制

・DHF、JE 及び風疹の抑制

・情報公開　週刊レポート、四半期レポート

d）　マラリア対策キャンペーン

　　2004 年までの達成目標

・マラリア患者の発生率を人口 1,000 人当り 10 人以下の現状レベルを維持する。

・熱帯熱マラリア（P. falciparum）感染症の比率が、感染症全体の20％を超えない水準

に維持する。

・マラリアによる死亡率を減少する。

・マラリアの流行を予防する。

e）　フィラリア症対策キャンペーン

　　スリランカにおけるフィラリア症の発生を抑制し、最終的に撲滅する。

・ 抗フィラリア薬品の大量投与により、発症を抑制し根絶する。

・適切な情報、教育、連絡手段を通じて、フィラリア症の発生と伝染に関する地域住民

のもつ知識を改善する。

・ 両親への教育により、子どものフィラリア感染を抑制する。

・ 医療従事者に対し、フィラリア症に関する教育プログラムを実施する。

・ 研究プログラムを実施する。

・ 現在の病原菌媒介昆虫抑制プログラムを継続する。

・ 抑制プログラムの効果を判定するモニタリングと評価を行う。

・ 特殊な調査により、伝染地域以外の感染源を発見する。

・ フィラリア対策本部の恒久的な建物を確保する。

f）　狂犬病

　　狂犬病による死者は、年間100～150人発生している。狂犬病の疫学的調査の結果では、

全国で発生しているが均一ではない。過去 20 年間のデータでは、1973 年の発生数は 377

件で、1997 年は 135 件と減少している。

　　狂犬病の脅威は減少しておらず、根絶もできていない。狂犬病対策として、犬へのワク

チン投与率の拡大に高い優先度が与えられている。犬への免疫ワクチンの経口投与法が指
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示されている。現在のところ狂犬病による経済的な被害額は、8,000 万ルピーにのぼって

いる。60 万頭の犬に免疫が与えられ、年間 10 万頭の野犬が殺されているが、全国の頭数

の25％をカバーしているに過ぎない。人的資源と輸送手段が不適切であるため、プログラ

ム推進が困難である。

①　目　標

・北西部、西部、南部海岸地方の狂犬病の発生を減少させる。

・狂犬病の発生を年間 70 件まで減少させる。

②　主な戦略

・国家、州、地域、村落からなるタスクフォースを確立する。

・プログラム促進計画を策定し実行する。

・免疫を与えられた犬を色付けで区別し、識別のない犬を除去する。

・野犬へのワクチンの経口投与の効果を評価する。

・PHMMとボランティアを動員して野犬の免疫化を行う。

・免疫化できない犬を免疫化する。

・保健従事者を教育する。

・犬全部の強制的な免疫化に関する地域社会への教育を行う。

g）　家族計画（母子保健）

　　家族計画プログラムは、母子の健康、学校保健、家族計画を含む広範な領域をカバーし

ている。

①　長期目標

・母子保健サービスで提供される医療の質を改善し、母子の罹患率、死亡率を低下さ

せること。

・栄養に関する教育、地域社会ベースの調整、補完的な食事プログラムを通じて、妊

婦、小児、学齢前児童、思春期の青年の栄養状態を改善する。

・母子の健康を保護するため、妊娠可能期間の夫婦の避妊（近代的及び伝統的手法）

の実施を増加させる。

・生殖の健康、妊婦の安全、薬物濫用、性感染症に関し、親としての責任を思春期の

青年に教育すること。

②　重点目標

・2004 年までに出生数 10 万人当たりの妊産婦死亡率を 25人とする。

・2004 年までに幼児死亡率を出生 1,000 人当たり 14人､新生児死亡率を７人とする。

・2000 年までにポリオの発生を根絶し、その後も維持する。

・1996 年からの新生児破傷風発生なしを維持する。
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・栄養不良の幼児を減少させ、2004年までに学齢前児童の栄養不良を1993年のレベ

ルの 30％とする。

・ 2004 年までに低体重出生児の発生を 15％まで減少させる。

・ 2000 年までに全妊娠率を減少させ、その後 2005 年までその水準を維持する。

h）　 国家栄養計画

①　目　標

・低体重出生児の発生率を現在の 20％から 15％以下に下げる。

・蛋白質不足の幼児、児童の比率を 20％以下に下げる。

・高度の栄養不良者を減少させる。

・ヨード欠乏症を減少させる。

②　戦　略

・政府、組織、関連機関の参加による地域、村落レベルで、採用されるべきセクター

間の協力体制をとる。

・地域社会の参加を得て、草の根レベルでの問題の取り組む。

・文明・宗教上の習慣に関連して、栄養に関する認識を深める教育を実施し、幼児期、

少年期、妊娠期における食事習慣に対する態度の変更をもたらす。

i）　エステート（プランテーション住民）の保健医療セクターの改革

①　現状の問題点

・児童及び女性の栄養不良

・幼児及び妊産婦の高い死亡率

・幼児の育児ケアへの低い優先度

・感染症の高い発生率

・児童の労働と搾取

②　全体目標

 プランテーションセクターと他のセクター間に存在する不平等の減少

③　戦　略

・質の高いサービスの提供

・社会的動員

・プランテーションセクターで機能している政府機関のキャパシティーの確立、エス

テート住民の生活の質を向上させるための生活の評価・分析と、必要とされるアク

ション

j）　都市住民の保健サービス

　　都市部では地方に比べて利用可能な保健医療の施設は多いが、予防医学や治療を含む包
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括的なサービス提供の組織は良好には組織化されていない。公営・民営の二次医療、三次医

療のための医療機関は恒常的に患者で混雑しており、また地方住民には利用もできない。都

市住民は、一次医療のために自宅近くの一次医療施設を利用せずに、二次・三次医療機関へ

行くため混雑している。都市の保健医療サービス体制は、アクセスの公平性と利用できる

サービスの活用の面から再組織化する必要性がある。

k）　精神分野の保健医療サービス

l）　身体障害者の保健医療

　　身体障害者への医療サービスには相当数の施設と人材が配置されているが、各施設で行

われている行為についての情報は欠乏している。

m）　高齢者の保健医療

n）　若年層の保健医療

3）　重点分野３

a）　保健医療セクターの改革

　　先進的な医療技術の活用に重点をおいた支援サービスの改善

b）　学校保健

　　学校保健プログラムは、現状の学校保健医療サービス、学校保健教育、健全な学校環境

の維持、健康増進への地域社会の参加の各プログラムを統合したものである。１万校、約

430万人の生徒を対象にしている。学校での生徒の医学的検査が主要な事業であり、１年

生、４年生、７年生を対象にしているがカバー率は 30％以下である。

4）　重点分野４

a）　医薬品供給部門

　　当部門は全医療機関、特殊なキャンペーン、軍隊に対する医薬品・医療用消耗品の調

達、保管、配送に全責任を負っている。その内容には、医薬品、外科用機材、X線フィル

ム、化学薬品、造影剤、外科用消耗品、外科用非消耗品、歯科用消耗品、歯科用非消耗品、

分析検査室消耗品、放射線物質、医用ガス等が含まれる。

b）　医療技術及び供給部門

　　医薬品、医用機器、医薬部外品に関する下記の業務を担当

・登　録

・輸入許可

・製造許可

c）　法医学サービス部門

d）　輸血サービス部門

e）　薬品の品質保証研究所
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5）　重点分野５

　　効率性と効果の改善の観点から組織構造の改革をめざしており、代替的財政のメカニズ

ム、公営・民営セクター間の資源の分配、合理的な人的資源の開発を含む資源の動員及びマ

ネージメントの改革を行う。

①　資産の改修及び改善

②　機材の調達

③　施設の建設

④　教育訓練

⑤　放射線技師の養成

⑥　理学療法、作業療法技師の養成

⑦　看護婦教育

⑧　人材開発

　　スリランカにおける中期計画として、2002年の達成目標を表３－１に示す。妊産婦死亡率、

女性の平均余命、低体重新生児出生率、５歳未満児の下痢による死亡率、５歳未満児の急性呼

吸器系疾患による死亡率の各指標については、2002 年を待たずに既に達成されている。

表３－１　2002 年までに達成されるべき保健指標の目標

指　　標

幼児死亡率（1,000人出生当たり）
新生児死亡率（1,000人出生当たり）
妊産婦死亡率（1,000人出生当たり）
出生時期待余命（年）

2.5kg以下低体重児出生率（％）
粗出生率（人口1,000人出生当たり）
新生児破傷風罹患率（10 万人出生当た
り）
ポリオ罹患率（人口10万人当たり）
５歳未満児の栄養不良率（％）
５歳未満児の下痢疾患による
死亡率（％）
５歳未満児の急性呼吸器疾患による
死亡率（％）
妊婦及び授乳期の母親の鉄欠乏性貧血の
比率（％）
避妊具を使用する夫婦の比率（％）
自宅又は近所で安全な飲料水が確保可能
な家庭の比率（％）
便所付き家庭の普及率（％）

基準値

19.3 1990
13 1989
0.4 1991

67.8（男） 1981
71.7（女） 1981

22.8 1990
19.9 1990
4.7 1990

0.1 1990
35 1990
2.9 1991

8.3 1991

58 1990

61.7 1987
65.0（地方） 1981
91.1（都市） 1981
63.5（地方） 1981
80.3（都市） 1981

現在の水準

16.3 1997
12.9 1996
0.2 1996

70.7（男） 1996
75.4（女） 1996

16.4 1999
17.3 1998
4 1999

1993年根絶
23.8 1993
2 1996

5.6 1996

39 1994

66.1 1993
68.4 1994

85.0（地方） 1994
96.0（都市） 1994

2002年達成目標

15
7.5
0.3

73（男）
75（女）

18
16
0

0
17.5

1990年レベルを
25％下げる

6

22

72
100（地方）
100（都市）
100（地方）
100（都市）
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３－２　保健医療の組織体制

３－２－１　行政機関の組織・実施体制・能力

（1）組　織

　　スリランカの政治機構は、中央政府の下に８つの州（プロビンス）があり、その下に25の

県（ディストリクト）が置かれ、その県の下に地区（ディビジョン）が置かれ、更にその下

に村が置かれている。地区の数は全国に 318あり、村の数は総数３万 8,259 となっている。

県ではコロンボ県の223万人が最大で、次いでガンパラ県が163万人、クルネガラ県が155万

人、キャンディ県が 139 万人続き、最少はムライティブ県の 11 万人となっており、地域行

政単位の規模には大きな差がある。

　　保健医療サービスは行政機構と対応した組織となっており、図３－１に示すように４段階

になっている。

　　中央政府保健省及び各州政府の保健局は、国民の公衆衛生、疾病予防、診断治療、リハビ

リテーションの全範囲を担当している。

図３－１　保健行政機構

（2）保健行政機構

　　保健省の組織は図３－２に示すとおりである。伝統医療とは、西洋医学がスリランカに導

入される前から普及していた医療で、アーユルベーダ、ウナニ、シッダ、及びホメオパシー

を含むものである。現在では、医療のほとんどは西洋医学が占めている。保健省の部局は大

きく分けて公衆衛生、ラボラトリー・サービス、企画管理、教育研修・研究、行政管理、財

政・監査、ロジスティックとなっている。

　　公衆衛生では、環境・職業保健、保健教育、母子医療、疫学、ハンセン病、マラリア、性

感染症、フィラリア症、公共獣医学、看護、栄養、老人・身体障害者、PHC、エステート・

都市保健の担当分野に分かれている。エステートとは、紅茶農園等の大規模私有地（プラン

テーション）をいう。

　　また、州レベルの保健医療に関する行政組織を図３－３に示す。
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る。医療サービス部には三次医療、民間医療、精神保健等の医療面を担当している。マス

タープラン（M／ P）策定にあたって最も関係の深いのは、企画管理部で、企画、組織、保

健情報、国際保健、財政計画等の課があり、Dr. Dalpatadu が部長を務めている。

（3）実施体制・能力

　　事前調査団が保健省で打合せを行った際には、上記のDr.Dalpataduが常時参加しており、

我が国が計画しているM／P策定のための本格調査団の派遣についてもよく理解している。

また、事前調査団は国際保健課長の Dr.Ajith Fonseka、企画課長の Dr. Thushara Fernando、

保健情報課長の Dr. Sunil Senanayake にも面談したが、いずれの人物も若く、英米に留学経

験をもち、またスリランカの保健体制の問題点・課題を把握しており、M／P策定にあたっ

ては十分な協力・支援が受けられると思われる。

３－２－２　国家財政・予算

（1）国家歳入・歳出額

　　国家の歳入額及び歳出額は、表３－２、表３－３に示すとおりである。

　　国家歳入のうち、最大の比率を占めるのは生産･消費税で約 65.2％を占め、次いで企業税

が 10.6％、利子･利益の受取が 8.2％を占めている。

表３－２　国家歳入の推移

１．生産･消費税

２．企業税

３．商業企業より受取

４．賃貸､利子､利益の受取

５．販売･料金

６．社会保障貢献

７．他の現金移転

８．資本財の売却

９．国内部門からの資本移転

10．海外からの資本移転

11．ローンの支払い

12．国内部門からの借入

13．海外からの借入

合　計（１～12の計）

1995年

－

18,198

7,358

2,772

3,138

825

1,365

3,097

12

9

5,097

58,591

20,787

156,422

1996年

110,757

19,350

6,850

2,140

4,000

900

2,430

10,550

5

9

410

－

－

171,601

1997年目

121,556

22,301

2,445

13,233

5,075

1,797

1,840

22,751

5

－

4,331

－

－

195,336

（単位：百万ルピー）

1998年

125,703

20,428

2,918

15,872

6,079

2,192

4,743

4,452

4

4,674

6,051

－

－

192,703

1999年

（入手不可）
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表３－３　国家歳出の推移（現在価値ベース）

（単位：百万ルピー）

１．国防費

２．教育費

３．保健医療費

４．住宅・社会的快適費

５．一般公共サービス費

６．社会保障・福祉費

７．その他社会サービス費

８．経済的サービス費

合　　計

1995年

28,588

11,121

6,856

206

18,948

16,842

1,816

12,867

97,244

1996年

34,218

15,440

9,187

194

19,859

16,522

1,115

15,268

111,803

1997年目

38,236

18,428

11,025

242

24,882

19,946

892

12,849

126,500

1998年

（入手不可）

1999年

（入手不可）

　　一方、歳出の面では国防費が最大で30.2％を占め、次いで一般公共サービス費が19.7％、

社会保障･福祉が 15.8％、教育費 14.6％となっており、保健医療費は 8.7％を占めている。

　　スリランカは、独立以来民主社会主義を国是としてきたため、教育と保健医療は無料の方

針を採ってきた。しかし過去十数年、北部・東部地域での武力紛争問題を抱えており、国防

費の国家歳出に占める割合が極めて高く、国家財政を大きく圧迫している。このため、経済

成長に必要なインフラ整備に必要な支出ができない状態にある。

（2）保健省予算及び支出

　　保健関係支出は、表３－４に示すとおりであるが、保健医療費の国家歳出額全体に占める割

合は1999年で5.6％であり、国民１人当たりの保健関係費はわずか946ルピーとなっている。

　　また、国民の年間１人当たりの収入は、1999年時点で850米ドルと途上国のなかでも低収

入国に分類されない。

表３－４　保健関係費の国家歳出、GNPに占める比率

国家歳出総額（百万ルピー）

保健支出総額（百万ルピー）

保健／国家歳出の比率（％）

国民１人当たり保健費（ルピー）

GNP（百万ルピー）

保健費／GNP（％）

1995年

244,505

10,533

4.3

582

591,245

1.8

1996年

282,413

11,422

4.1

624

684,676

1.6

1997年目

273,075

12,783

4.7

689

794,289

1.6

1998年

328,817

15,943

4.8

849

901,310

1.7

1999年

323,452

18,018

5.6

946

976,917

1.8
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　　次に、表３－５に示した保健関係費の支出の内訳をみると、スリランカの支出は大別して

２つあり、経常支出（recurrent）と資本投資（capital）に分かれている。経常支出は、人件

費、材料費、給食材料費、修繕費で構成され、主としてそれぞれの病院の過去の診療実績、

病床数、職員数に基づいて配分されるものであり、一方資本投資の方は建物の新築･改修、

医療機材の購入に充当される

　　経常支出については、我々の調査の結果ではおおむね90％以上が消化されているが、一方

資本投資については、必ずしも財政的裏づけがある訳ではなく、個々の投資案件について財

務省出納局（Treasurer）の厳しい審査があり、そのための手続きが煩雑でかつ時間がかかる

ためもあって、消化率は60％前後に抑えられている。資本投資の財源には外国からの援助が

恒常的に組み込まれている。

表３－５　保健関係費の支出・収入の内訳

保健関係支出合計

　経常支出

　資本支出

資本投資財源合計

　合同基金

　外国からの援助

1995年

10,533

8,460

2,073

10,533

10,073

460

1996年

11,422

8,727

2,695

11,422

11,129

293

1997年目

12,782

9,804

2,978

12,782

12,160

622

1998年

15,943

11,504

4,439

15,943

14,435

1,508

1999年

18,018

14,226

3,792

18,018

17,119

899

　　表３－６に示した 1999 年度保健関係費支出の内訳をみると、患者の診療に 63.4％が、ま

た一般行政費・職員サービスに24.9％、地域社会のための保健に11.7％が配分されている。

国と州の配分は72.3％が中央政府で、残りの27.7％が州政府となっている。表３－６では、

医療機材への投資は患者の診療のための費用として全体の12.5％とされているが、実際には

その半分程度しか投入されていないものと推定される。

　　次に、個々の医療機関の支出の分析を行う。

　　調査団が現地訪問した際に入手できたデータは 1996 年分で、５年前の実績であるが、こ

れが最も新しい数字ということであった。この例でも理解できるように、経理関係のマネー

ジメント・システムが不十分であり、適格な経営判断ができていない。

　　一般に保健医療サービスはサービス業であり、医療機関における最大の出費項目は人件費

であるが、国立スリランカ病院が48.5％、がん病院が37.0％に対して、より下位のキャンディ

総合病院では59.5％、また一次医療機関である地域ユニット、及び地区病院では79.0％と高

くなっている。それとは逆に、物品費は国立スリランカ病院が36.6％、がん病院が56.4％に

対して、キャンディ総合病院では29.6％、また、地域ユニット及び地区病院では 13.4％と極
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めて低くなっている。人件費と物品費の合計は、国立スリランカ病院が85％、それ以外のが

ん病院、キャンディ総合病院、地域ユニット、及び地区病院ともほぼ 90％前後になってい

る。物品費のうちほとんどが医療材料費で、これには医薬品のみならず医用消耗品も含まれ

ているが、現地調査では医薬品の供給については特に不満はなかったが、医用消耗品につい

てはいずれの医療機関からも不足しているという不満がでていた。

　　スリランカでは、独立以来医療と教育は国民全部に対して無料で提供されてきたため、健

康保険制度は必要性がなかった。最近、私立病院の開設が許可され、いくつかの病院がオー

プンしている。現地調査では、わずかに１か所のみ見学することができたが、MRI（磁気共

鳴断層撮影装置､1.5 テスラ）やスパイラル CT、カラードップラー超音波診断装置等の先進

的な医療機材を政府の援助なしで揃え、高度医療を行っている。高度先進機材を使用した診

断･検査には高い料金を設定しているが、一般外来の料金はそれほど高くなく、患者から徴

収する料金で順調に経営を行っている。ここに来院する患者は、ある特定の富裕な階層に属

するものと思われるが、そのような階層に対しては、既に民間の医療保険が存在している。

ただ、加入率は５％以下といわれ、今後も大きく増加することはないだろうともいわれてい

る。

表３－６　保健関係費支出の国と州の配分内訳

項　目

　１．一般行政費・職員サービス

　２．患者の診療

　３．地域社会保健サービス

経常支出合計

　１．一般行政費・職員サービス

　２．患者の診療

　３．地域社会保健サービス

資本投資合計

　１．一般行政費・職員サービス

　２．患者の診療

　３．地域社会保健サービス

保健関係費合計

　合同基金

　外国からの援助

収入源

保健省

2,949

5,568

746

9,263

1,245

2,249

272

3,766

4,194

7,817

1,017

13,029

12,130

899

13,029

州保健省

276

3,609

1,077

4,962

25

1

1

27

301

3,609

1,079

4,989

4,989

－

4,989

合　計

3,225

9,177

1,823

14,226

1,270

2,250

273

3,793

4,495

11,427

2,096

18,018

17,119

899

18,018

比率（％）

17.9

50.9

10.2

79

7

12.5

1.5

20.1

24.9

63.4

11.7

100

保健関係費　1999年
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３－２－３　疾病構造

　基本的な保健指標であるスリランカにおける粗出生率、粗死亡率、妊産婦死亡率、幼児死亡

率、新生児死亡率を表３－８に示す。

　人口は1950年の770万人が1998年には1,870万人と、約50年間の間に2.43倍になっている。

この間粗出生率は40.4％から17.3％に、また粗死亡率も12.6％から5.9％に大幅に下がっている。

　給　与

　超過勤務手当

　生活手当

　被服手当

　その他

人件費

　国内旅費

　国外旅費

旅　費

　事務用品費

　燃料・潤滑油費

　被服費

　部品費

　医療材料費

　給食材料費

　その他物品

物品費

　車両・機材修理費

　建屋修繕費

　輸送費

　通信サービス

　用役費

　料金・税金

　その他契約サービス

契約サービス

その他経常経費

経常経費総額

がん病院

金　額 ％

22,295 18.3

4,073 3.3

5,203 4.3

1,165 1

12,300 10.1

45,036 37

216 0.2

0 0

216 0.2

85 0.1

82 0.1

1,072 0.9

53 0

62,966 51.7

3,972 3.3

448 0.4

68,677 56.4

299 0.2

21 0

4 0

211 0.2

6,000 4.9

45 0

1,200 1

7,780 6.4

142 0.1

121,851 100

キャンディ総合病院

金　額 ％

86,750 32.6

14,114 5.3

20,430 7.7

4,528 1.7

32,697 12.3

158,519 59.5

460 0.2

0 0

460 0.2

173 0.1

448 0.2

386 0.1

66 0

68,696 25.8

6,254 2.3

2,873 1.1

78,896 29.6

244 0.1

73 0

0 0

588 0.2

23,402 8.8

469 0.2

3,086 1.2

27,863 10.5

644 0.2

266,382 100

地域ユニット

及び地区病院

金　額 ％

2,911 41.7

913 13.1

999 14.3

90 1.3

597 8.6

5,511 79

44 0.6

0 0

44 0.6

25 0.4

36 0.5

73 1

0 0

95 1.4

　 621 8.9

82 1.2

933 13.4

4 0.1

0 0

0 0

57 0.8

390 5.6

5 0.1

25 0.4

480 6.9

11 0.2

6,980 100

国立スリランカ病院

金　額 ％

186,314 24.6

40,433 5.3

44,289 5.8

8,133 1.1

88,096 11.6

367,266 48.5

267 0

0 0

267 0

300 0

1,095 0.1

914 0.1

93 0

239,655 31.6

28,184 3.7

6,799 0.9

277,041 36.6

4,241 0.6

1,255 0.2

0 0

1,300 0.2

90,062 11.9

1,924 0.3

8,497 1.1

107,280 14.2

5,508 1.1

757,656 100

表３－７　個別病院の支出項目の明細
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また妊産婦死亡率は、出生1,000人当たり55.5％から2.3％に劇的に改善しており、同様に幼児死

亡率も1,000人出生当たり82.3％から15.4％に、新生児死亡率も49.2％から12.9％程度まで下がっ

ており、途上国の実績としては目覚しい改善がみられている。

表３－８　基本的な保健指標

年度

1945

1950

1955

1960

1965

1970

1975

1980

1985

1988

1989

1990

1991

1992

1993

1994

1995

1996

1997

1998

1999

推定人口

（千　人）

6,656

7,678

8,723

9,896

11,164

12,516

13,496

14,747

15,842

16,599

16,825

17,015

17,267

17,426

17,646

17,891

18,136

18,336

18,552

18,774

22

12.6

11

8.6

8.2

7.5

8.5

6.2

6.2

5.8

6.2

5.7

5.5

5.6

5.5

5.6

5.8

6.5

6.1

5.9

36.7

40.4

37.3

36.6

33.1

29.4

27.8

28.4

24.6

20.7

21.6

19.9

20.7

20.5

19.9

19.9

18.9

18.6

17.9

17.3

妊産婦死亡率

（出生千人当たり）

165.2

55.5

40.5

30.2

23.9

14.5

10.2

6.4

5.1

3.9

3.5

－

4.2

2.7

2.5

2.1

2.4

2.3

－

－

75.5

49.2

45.3

34.2

33.3

29.7

27

22.7

16.2

14.1

13

－

12.9

13

12

12.8

12.5

12.9

－

－

140

82.3

72.4

57

53.2

47.5

45.1

34.4

24.2

20.2

18.4

19.5

17.7

17.9

16.3

16.9

16.5

17.3

15.4

－

（人口千人当たり） （生存出生千人当たり）

粗出生率 粗死亡率 幼児死亡率 新生児死亡率

　表３－９に入院患者の罹患率及び死亡率を示す。また、表３－ 10 に入院患者の疾患と死因の

推移を示す。15．の妊娠出産・産褥疾患と 16．の周産期疾患については、対象とする母集団が異

なるので除外し、その他の疾患で分析する。人口10万人当たりの罹患率では最も多いのは傷害･

中毒で、なお増加傾向にあり、次いで感染症･寄生虫病、呼吸器疾患、循環器疾患が続いており、

いずれもわずかに増加傾向にある。傷害・中毒については、自動車の急増及び農薬（殺虫剤）の

増加に起因している。循環器疾患については、生活習慣病に分類される高血圧症、脳血管系疾患

が含まれている。人口10万人当たりの死亡率でみると、循環器系疾患が最大で約50人であり、

（％）
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1985

2080

121

287

226

207

134

182

92

659

2180

613

535

399

686

1,806

2,914

24

1,353

1,669

増加傾向にある。次いで傷害・中毒が約 24 人、呼吸器疾患が約 18 人となっている。妊娠出産･

産褥期疾患、周産期疾患は、いずれも増加傾向にあるが、妊娠出産･産褥期疾患による死亡は少

ないが、周産期疾患は依然として高値を示している。

表３－９　入院患者の罹患率及び死亡率

年　度

１．感染症･寄生虫病

２．新生物

３．血液造血器官免疫疾患

４．内分泌栄養代謝疾患

５．精神疾患

６．神経疾患

７．眼疾患

８．耳･乳様突起疾患

９．循環器疾患

10．呼吸器疾患

11．消化器疾患

12．皮膚･皮下疾患

13．筋骨格系疾患

14．泌尿器生殖器疾患

15．妊娠出産･産褥疾患

16．周産期疾患

17．先天性異常･変形

18．検査異常疾患

19．傷害･中毒

1990

2383

142

168

139

211

127

166

58

645

2057

529

472

565

747

1,945

2,848

32

1,135

1,800

2000

2386

203

108

242

257

224

265

76

1021

2219

976

510

584

1,037

2755

8,303

44

1,005

2,998

1995

1759

190

152

206

262

172

277

67

926

2089

739

529

628

999

2,207

4,987

53

1,312

2,552

2000

13.9

12.5

1

4

0.4

3

0

0

49.5

17.9

15.7

0.2

0.2

6.4

1.2

602

2.1

8.5

23.7

1995

13.2

11.6

1

3.8

0.6

2.9

0

0

50.6

16

13.6

0.2

0.2

4.8

1.3

505.4

2.5

5

22.7

1985

19.3

7.4

2.5

3.5

1.1

6.6

0

0

38.4

17.1

8.4

0.4

0.2

3.2

4.2

733.8

2.2

11.2

25.9

1990

14.2

10.2

1.5

2.6

0.4

3.7

0

0

41.7

13.3

9.2

0.2

0.2

2.6

1.8

387.8

1.3

7

23.3

人口 10万人当たり罹患率 人口10万人当たりの死亡率

　2000年度では、入院患者の多い順番としては１位が喘息、２位が腸感染症、３位は妊娠中絶と

なっている。喘息は入院患者数で増加傾向にあるが、死亡率では虚血性心疾患が最も多く、入院

患者数も増加傾向にある。次いで死亡率が高いのは肝臓疾患で、入院患者数が少ないわりには死

亡率は 10％を超えている。

　ジフテリア、百日咳、はしかでは、死亡率はほぼ０になっている。注目すべきは感染症が減少

気味であるのに対して、生活習慣病である糖尿病、高血圧、虚血性心疾患の増加が著しい。栄養

不良の減少と相まって、生活習慣が先進国型に移行しつつあることが示唆される。

　外来患者に関する疾病統計を定期的、系統的に収集するシステムがスリランカにはないため、

（％）
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表３－ 10　入院患者の疾患と死因の推移（1980 ～ 1999 年）

1985

849

74

－

3

10

1

60

42

437

112

87

109

278

187

164

395

41

811

年　度

腸感染症

結　核

ジフテリア

百日咳

敗血症

狂犬病

はしか

ウィルス性肝炎

マラリア

蠕虫病

糖尿病

栄養不良

貧血症

高血圧

虚血性心疾患

喘　息

肝臓疾患

妊娠中絶

1990

838

81

－

2

9

2

28

41

679

38

88

25

155

201

163

555

64

846

2000

832

55

－

1

15

1

24

26

344

11

178

18

97

397

270

858

109

765

1995

676

54

－

1

6

1

2

39

262

17

79

7

135

327

263

779

69

833

2000

1.2

2.9

－

－

6.6

0.5

－

0.1

0.6

－

3.4

0.2

0.8

2.8

16.8

5.1

13.5

0.2

1995

1

3.1

－

－

1.4

0.5

－

0.1

0.2

0.1

3.8

0.1

0.9

3.1

16.8

3.7

8.2

0.2

1985

7.3

3.9

－

－

5.4

0.2

0.1

0.4

0.2

0.4

2

1.3

2.2

4.5

15.9

1.6

3.9

0.3

1990

3

3.5

－

－

4.7

0.3

－

0.4

0.5

0.1

2

0.4

1

3.6

15.1

2

6.4

0.3

人口10万人当たり罹患率 人口10万人当たりの死亡率

　表３－12は、わずか2,000人の母集団の外来患者のデータであるが、外来疾患の分析に必要な

パターンはある程度推定がつく。

　外来患者で圧倒的に多いのは呼吸器系疾患で、男女とも約半数に近く、次いで筋骨格系疾患、

感染症・寄生虫病が続いている。

　次いで州別の外来患者数の統計を表３－ 13 に示す。

　住民が１年間に外来患者として医療機関を訪問する回数は、全国平均で年間2.17回であり、最

大はNorth-Central 州の 3.08回となっている。医療機関の級別年間外来患者の来院数を表３－14

に示す。

　三次医療機関（教育病院と州病院の合計）は 13.8％、二次医療機関（基幹病院）は 14.9％で残

外来患者の正確な疾患統計は存在していないが、わずかに入手した外来患者のデータを表３－12

に示す。この数字は、1995年に三次医療機関であるコロンボサウス総合病院とラガマ総合病院の

２つの教育病院で、それぞれ 1,000 人ずつの外来患者について疾患を分類したものである。

（％）
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表３－ 11　病院で死亡した入院患者の主たる死亡原因

順位

1

3

2

4

5

7

6

9

11

8

10

na

年　度

虚血性心疾患

消化器系疾患

脳血管系疾患

呼吸器心疾患･肺循環疾患

新生物

呼吸器系疾患（上部気管、肺

炎、インフルエンザを除く）

殺虫剤中毒

臨床検査による異常

外傷性傷害

尿路系疾患

肺　炎

動物から伝染性の、また

は細菌性疾患

短期間妊娠、低体重出産、

胎児低成長、胎児栄養不良

周産期に起因する疾患（短期間

妊娠、胎児低成長、胎児栄養不良

を除く）

％

10.6

8.6

9.6

8.2

8.1

5.7

6.3

4.5

3.4

5

3.8

na

％

9.7

9.1

9.1

8.1

6.5

5.9

6.6

5.1

3.8

3.8

4.3

na

順位

1

2

3

4

6

7

5

8

11

10

9

na

％

10

9.3

9.1

8

7.4

6.8

5.7

5

4.5

3.7

3.6

na

順位

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

na

順位

1

2

4

3

5

7

6

8

11

10

9

na

％

9.5

9.4

8.6

8.8

6.7

6.1

6.7

4.6

3.8

4.4

4.4

na

1997 199919981996

順位

1

3

2

4

5

7

6

11

9

8

10

na

％

10.6

8.6

10.6

8.1

7.3

5.7

6

3.2

4

4.3

3.3

na

1995

りの一次医療機関が71.3％で圧倒的多数を占めているようにみえる。しかしこの統計では、保健

省の管轄外である民間病院の統計数値が含まれていない。一般に外来患者については、民間医療

機関と公立医療機関の受け入れが50：50といわれている。したがって、外来患者数は、表３－14

の数値の 4,100 万人の２倍（約 8,200 万人）はあるものと推定される。

　なお、民間医療施設には、診断・検査機能、入院設備を持つ病院、入院設備のみを持つ病院、

及び一般開業医が含まれている。一般開業医の多くは、公立病院に勤務する医師が、勤務時間外

（午後４時以降）に医師の自宅、又は私立病院等で患者を診断する形態をとっている。
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表３－ 12　コロンボサウス総合病院とラガマ病院における外来患者の疾患統計

疾　　患　　名

呼吸器系疾患

筋骨格系疾患

感染症・寄生虫病

外傷・中毒

消化器系疾患

皮膚・皮下組織疾患

その他

合　計

人　数

899

288

207

165

144

114

183

2,000

人　数

358

88

67

97

60

98

768

比率％

45

14.4

10.4

8.3

7.2

5.7

9.2

100

比率％

46.6

11.5

8.7

12.6

7.8

12.8

100

比率％

43.9

16.2

11.4

5.5

6.8

16.2

100

人　数

541

200

140

68

84

199

1,232

合　計 男性患者 女性患者

表３－ 13　州別年間外来患者数（1999 年）

州

Western

Central

Southern

Northern

Eastern

North-Western

North-Central

Uva

Sabaragamuwa

合　　　計

外来患者総数（1,000人）

9,418.40

4,860.20

4,593.30

3,668.50

3,594.20

4,393.00

3,561.10

3,014.00

4,222.90

41,325.30

人口1,000人当たり外来患者数

1,926

1,994

1,860

2,548

2,560

1,973

3,075

2,524

2,315

2,170

表３－ 14　医療機関級別年間外来患者数（1999 年）

州

教育病院

州病院

基幹病院

県病院

地域ユニット

地区病院

産院及び診療所

中央診療所

その他医療機関

合　　　計

年間外来患者数（人）

4,177,463

1,516,284

6,156,242

11,357,648

5,295,858

4,837,342

1,431,046

6,071,757

481,664

41,325,304

比　率（％）

10.1

3.7

14.9

27.5

12.8

11.7

3.5

14.7

1.1

100
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３－２－４　人材資源及び人材開発計画

　保健医療分野の人的資源に関する総括データを表３－ 15 に示す。

　表３－15の医療職の名称のうち我が国でなじみの薄い職種は、準医師、公衆衛生看護婦、準薬

剤師である。準医師は、正医師の修業年限が５年であるのに対して３年と短い。医師が不足して

いた時代に速成的に養成されたが、現在では養成を中止しており、今後は減少するのみである。

　公衆衛生看護婦は我が国でいう保健婦にあたり、保健所に勤務し公衆衛生の業務にあたる職種

をいう。また準薬剤師は、これも速成的に育成されたもので、正薬剤師の修業年限が２年である

のに対して半年の修業年限であり、調剤業務はできず、調剤済みの医薬品を医師指示により患者

に渡す業務を担当する。

表３－ 15　医療職の職種別人数、比率（1999 年９がち現在）

医療職の職種

医　師

歯科医師

準医師

看護婦（士）

公衆衛生看護婦（士）

公衆衛生査察官

公共助産婦

病院助産婦

薬剤師（準薬剤師を含む）

臨床検査技師

放射線技師

理学療法士

心電図技師

脳波計技師

合　　　計

人　　数（人）

6,953

529

1,340

14,052

205

1,142

4,625

2,503

1,613

757

270

182

146

21

34,348

人口10万人当たりの比率（人）

36.5

2.8

7

73.8

1.1

6

24.3

13.1

8.5

4

1.4

1

0.8

0.1

180.3

　医師については現地調査の結果、不足していないという話はあったが、看護婦、薬剤師、臨床

検査技師、放射線技師、理学療法士等のコメディカルの職種については、多くの医療施設から不

足している旨の苦情がでている。

　より詳細なデータとして州別の医療職の人材配置表を表３－ 16 として示す。

　準医師と準薬剤師を除いた他の医療職種では、国の中心的存在であるコロンボ県を含む

Western 州が他の州に比べて圧倒的に多くなっており、保健医療分野における地方との格差が大

きく、不均衡を招いている。また臨床検査機材、放射線機材等の不足もあるが、臨床検査技師、
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表３－ 16　地域別医療職配置数（（1999 年）

医　師�

人　数� 比率（％）�

2,927�

838�

709�

233�

344�

510�

314�

302�

423�

353�

6,953

59.9�

34.4�

28.7�

16.2�

24.5�

22.9�

27.1�

25.3�

23.2�

1.9�

36.5

歯科医師�

人　数� 比率（％）�

182�

62�

52�

27�

37�

51�

32�

41�

33�

12�

529

3.7�

2.5�

2.1�

 1.9�

2.6�

2.3�

2.8�

3.4�

1.8�

0.1�

2.8

準医師�

人　数� 比率（％）�

244�

220�

161�

89�

103�

188�

98�

105�

131�

1�

1,340

5�

9�

6.5�

6.2�

7.3�

8.4�

8.5�

8.8�

7.2�

0�

7

看護婦�

人　数� 比率（％）�

5,190�

2,105�

1,610�

425�

652�

1,111�

658�

713�

956�

632�

14,052

106.2�

86.3�

 65. 2�

29.5�

46.4�

49.9�

56.8�

59.7�

52.4�

3.3�

73.8

公衆衛生看護婦�

人　数� 比率（％）�

87�

13�

15�

0�

2�

41�

12�

11�

16�

8�

205

1.8�

0.5�

0.6�

0�

0.1�

1.8�

1�

0.9�

0.9�

0�

1.1

公衆衛生査察官�

人　数� 比率（％）�

192�

115�

163�

55�

114�

141�

105�

 91�

120�

46�

1,142

3.9�

4.7�

6.6�

3.8�

8.1�

6.3�

9.1�

7.6�

 6.6�

0.2�

6

公衆衛生助産婦�

人　数� 比率（％）�

1,002�

644�

744�

109�

244�

582�

362�

361�

577�

0�

4,625

20.5�

26.4�

30.1�

7.6�

17.4�

26.1�

31.3�

30.2�

31.6�

0�

24.3

病院助産婦�

人　数� 比率（％）�

549�

418�

394�

 73�

125�

354�

190�

170�

230�

0�

2,503

11.2�

17.1�

16�

 5.1�

 8.9�

15.9�

16.4�

14.2�

12.6�

0�

13.1

州　名�

Western州�

Central州�

Southern州�

Northern州�

Eastern州�

North-Western州�

North-Central州�

Uva州�

Sabaragamuwa州�

中央政府�

合　計�

薬剤師�

人　数� 比率（％）�

276�

87�

87�

64�

43�

58�

31�

31�

61�

64�

802

5.6�

3.6�

3.5�

4.4�

3.1�

2.6�

2.7�

2.6�

3.3�

0.3�

 4.2

準薬剤師�

人　数� 比率（％）�

135�

124�

105�

48�

61�

125�

68�

76�

65�

4�

811

2.8�

5.1�

4.3�

 3.3�

4.3�

5.6�

5.9�

6.4�

3.6�

0�

4.3

臨床検査技師�

人　数� 比率（％）�

275�

66�

68�

22�

26�

55�

31�

44�

43�

127�

757

5.6�

2.7�

2.8�

1.5�

1.9�

2.5�

2.7�

3.7�

2.4�

0.7�

4

放射線技師�

人　数� 比率（％）�

137�

35�

23�

6�

9�

12�

13�

13�

8�

14�

270

2.8�

1.4�

 0.9�

0.4�

0.6�

0.5�

1.1�

1.1�

0.4�

0.1�

1.4

理学療法士�

人　数� 比率（％）�

107�

18�

13�

2�

5�

6�

10�

6�

8�

7�

182

2.2�

0.7�

0.5�

0.1�

0.4�

0.3�

0.9�

 0.5�

0.4�

0�

1

ECG技師�

人　数� 比率（％）�

64�

16�

18�

3�

8�

12�

7�

 10�

6�

2�

146

1.3�

0.7�

0.7�

0.2�

0.6�

0.5�

0.6�

0.8�

 0.3�

0�

 0.8

EEG技師�

人　数� 比率（％）�

9�

5�

3�

3�

0�

0�

0�

0�

0�

0�

20

0.2�

0.2�

0.1�

0.2�

0�

0�

0�

0�

0�

0�

0.1

州　名�

Western州�

Central州�

Southern州�

Northern州�

Eastern州�

North-Western州�

North-Central州�

Uva州�

Sabaragamuwa州�

中央政府�

合　計�



－ 39 －

放射線技師、理学療法士等の数も圧倒的に少なく、今後医療機材の充実が実現された場合には、

要員の育成が必要になると推定される。

　医療技術者の養成状況に関するデータを表３－ 17 に示す。

表３－ 17　医師技術者の養成状況（1997 ～ 1999 年）

医療職の職種

医　師

歯科医師

看護婦

薬剤師

理学療法士

放射線技師

臨床検査技師

公衆衛生看護婦

公衆衛生査察官

歯科治療士

家庭保健従事者

合　　計

修業年限

5

5

3

2

2

2

2

2

1.5

2

1

教育機関数

6

1

10

2

1

1

3

1

3

1

10

39

1997年

879

76

2,332

42

64

67

139

101

392

47

685

4,824

1999年

915

139

1,316

110

56

79

134

0

0

0

104

2,853

1998年

873

76

1,385

0

0

0

0

139

329

0

713

3,515

年間入学者数

　医師が５年、歯科医師が４年と修業年限が長く、ともに過程は大学による高等教育である。看

護婦が３年でそれ以外の職種は２年程度となっており、コメディカルの職種が２年間程度で十分

な知識、技術を習得できるかは、疑問をもたざるを得ない。医師、歯科医師、看護婦の養成につ

いては、表３－ 17 にみられるように、養成学校は継続的に入学者の受け入れを行っているが、

そのほかのコメディカルの職種については、毎年の変動が激しい。また、卒業生の数について

データを入手したが、毎年の変動が激しく、現地調査でその理由を問い合せたところ政治的な理

由であるということであったが、詳細は不明である。

　医療技術者の養成機関に関するデータを表３－ 18 に示す。

　スリランカは、途上国型疾患と先進国型疾患の全く異なった疾患構造に対応していくことが迫

られている。今後、民間病院との競争もあり、公立病院も診断・検査・治療の機能を充実させ、

医療技術の質的向上を図ることが必要となると考えられるが、その際には医療機材の充実とそれ

を操作するコメディカル職種の要員の充足を図らなければならない。その意味でコメディカル要

員の養成数の増加が必要となるが、現在の給与水準では、そのインセンティブが働かないおそれ

もある。
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表３－ 18　医療技術者の育成機関

職　種

医　師

歯科医師

看護婦

薬剤師

理学療法士・作業療法士

放射線技師

保健婦

公衆衛生査察官

歯科治療士

歯科技工士

歯科看護婦

家庭保健従事者

育成機関名

コロンボ大学、ペラデニヤ大学、ジャフナ大学、ル

フナ大学、ケラニヤ大学、ジャヤワルデナプラ大学

ペラデニヤ大学

コロンボ、キャンディ、ゴール、ラトナプラ、クル

ネガラ、アヌラダプラ、ジャフナ、バティカロア、バ

ドゥラ、カンダナ各看護婦養成学校

コロンボ大学、カルタラ医科学研究所

理学療法専門学校

放射線技師専門学校

カルタラ国立医科学研究所

カルタラ国立医科学研究所、地域養成所

マハラガマ歯科技工士養成学校

ペラデニヤ大学歯学部（高等教育省）

ペラデニヤ大学歯学部（高等教育省）

コロンボ、キャンディ、ゴール、ラトナプラ、クル

ネガラ、アヌラダプラ、ジャフナ、バティカロア、バ

ドゥラ、カンダナ各看護婦養成学校

施設数合計

6

1

10

2

2

1

1

6

1

1

1

10

３－３　国際機関、他国援助機関等の援助動向及び援助実績

３－３－１　援助動向の概要

　スリランカに対する国際機関、他国援助機関等からの援助実績については表３－ 19 に示すと

おりである。

　スリランカの保健医療分野では、外国の援助機関からの援助の割合が保健予算全体の約５％を

占めており、それほど大きくはない。

　国際援助機関としては世界銀行（WB）、国連児童基金（UNICEF）、WHO、国連人口基金

（UNFPA）、国連開発計画（UNDP）があり、また２国間援助では日本、大韓民国、及び中華人民

共和国から援助を受け入れている。

３－３－２　国際機関の援助動向

（1）WB

　　WBは保健省と協同で、保健医療分野の５か年計画のM／ P策定を 1999 年から開始して

いるが、財政政策に焦点が当てられている。WBのスリランカにおける代表は、元保健省次

官のDr. Samarasinghe 氏であり、調査団が訪問した際に、国際協力事業団（JICA）の調査と

の重複が起きないよう、保健省が調整する確約を得ている。
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表３－ 19　外国援助機関からの援助の内容と金額

（千米ドル）

援助機関及びプロジェクト名

UNICEF

　免　疫

　ARI/CDD

　母性の安全

　HIV/AIDS対策

　母乳指導

UNFPA

　国家リプロダクティブ･人口計画開発

　リプロダクティブ保健サービス

　リプロダクティブ保健支援

　リプロダクティブのための IEC支援

UNDP

　国家HIV/AIDS予防対策計画の支援

IDA/WB（国際開発協会 /世界銀行）

　保健サービスプロジェクト

JICA

　看護婦教育プロジェクト

　人口･家族計画･母子保健のための機材供与

　医学研究所

　ラトナプラ病院改善無償資金供与

韓　国

　病院リハビリ･再建プロジェクト

中華人民共和国

　レディー・リッジウェイ病院開発

WHO

　WHO支援開発のための国家需要分析

　疫学統計･評価及び保健情報

　保健関連図書･情報サービス

　保健システムの研究開発

　急速な都市化に対応した保健システム

　郡･地域社会の保健行動

　医療機関の診療サービスの質の評価

　医療提供者への教育開発

　看護婦･助産婦強化

　訓練機関への直接支援

1999年度

支出額

254

11

66

181

9

48

665

50

48

73

3,810

600

171

100

100

2,910

期　　間

1997～ 2001年

1997～ 2001年

1997～ 2001年

1997～ 2001年

1997～ 2001年

1997～ 1999年

1997～ 2000年

1997～ 2000年

1997～ 2000年

1997～ 2000年

1997～ 2001年

1996～ 2001年

1997～ 2001年

1999～ 2000年

1999年

1998～ 2000年

1997～ 1999年

1998～ 1999年

1998～ 1999年

1998～ 1999年

1998～ 1999年

1998～ 1999年

1998～ 1999年

1998～ 1999年

1998～ 1999年

1998～ 1999年

1998～ 1999年

1999年度

予算額

279

26

72

220

10

86

8,700

600

171

100

100

5,930

2,817

総予算額

567

173

675

601

45

300

3,958

323

411

300

18,670

3,000

800

100

100

14,220
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（千米ドル）

（2）WHO

　　WHOは、主として家族計画の開発計画と母子の栄養問題、またUNICEFと協同で学校保

健の問題に重点を置いている。国民のニーズ調査、国民の健康に関する疫学統計調査、急速

な都市化問題にも取り組み、また地域社会の保健、医療機関の品質保証、看護婦・助産婦の

育成強化、職業病防止、栄養と食品の安全に関する研究についても資金援助している。

（3）UNFPA

　　UNFPA は、リプロダクティブ・ヘルス関係全般について資金援助を行っており、特に避

妊器具の配布に力を入れている。

（4）UNICEF

　　UNICEF は母子の健康保護、予防接種の普及、HIV/AIDS 抑制対策、母乳哺育の普及等の

政策を推進し、また子供の精神保健の推進、地域社会の健康問題についても重点を置いて援

助活動を行っている。

援助機関及びプロジェクト名

　基本的医薬品のアクション計画

　保健医療技術

　伝統医学

　家族の保健サービス

　職業保健

　精神保健･健康増進

　健康増進

　リハビリテーション

　栄養及び食品の安全

　地域社会の飲料水と衛生

　環境と健康

　ハンセン氏病対策

　狂犬病の予防対策

　ワクチンによる予防可能疾病

　下痢及び急性呼吸器疾患対策

　STD/AIDS予防対策

　マラリア及び媒介疾患対策

　視覚･聴覚障害疾患対策

　非感染性疾患対策

1999年度

支出額

期　　間

1998～ 1999年

1998～ 1999年

1998～ 1999年

1998～ 1999年

1998～ 1999年

1998～ 1999年

1998～ 1999年

1998～ 1999年

1998～ 1999年

1998～ 1999年

1998～ 1999年

1998～ 1999年

1998～ 1999年

1998～ 1999年

1998～ 1999年

1998～ 1999年

1998～ 1999年

1998～ 1999年

1998～ 1999年

1999年度

予算額

総予算額
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（5）UNDP

　　UNDP は HIV/AIDS の防止・抑制のための国家計画を支援する資金援助を行っている。

（6）大韓民国

　　大韓民国は病院建物の改修計画、再建プロジェクトへの資金援助を実施している。

（7）中華人民共和国

　　中華人民共和国はレディ･リッジウェイ病院の施設に対して約2,800万ドルの支援を行って

いる。

３－４　レファラルシステムに係る現状と課題

　スリランカの保健医療〔医療行政・医療サービス供給（医療施設）・予防対策〕におけるレファ

ラルシステムは、図３－４のように構成されている。

図３－４　保健医療レファラルシステム

３－４－１　保健行政

　スリランカの保健行政は、1989 年以降、国レベル（中央保健省）と州レベル（州保健省）で構

成されている。

保健大臣�

医療施設�

Ourative Srvice�

（保健予算の85％を支出）�

予防活動（地区・住民レベル）�

Preventive Service�

（保健予算の15％を支出）�

DDHS （Divisional Director of Health Service）�
PHN （Public Health Nurse）　１～２／チーム　人口比�
PHI （Public Health Inspector）　６～10　１：３ PHMW�
・食品検査�
・排水環境検査・ゴミ処理�
・労働環境検査�
・コミュニティーヘルス、学校保健教育�
・疫病予防�
PHMW （Public Health Midwife）　15～40　１：3,000�
・母子保健（MCH）、家族計画（FP）、栄養指導�
・保健指導�

保健行政�

　Administration

国立病院（National Hospital: 1）�

教育病院（Teaching Hospital: 15）�

（1,890万人）�

国レベル�

（National Level）�

（Director General, Health Service）�

州病院（Provincial Hospital: 5）�

（／人口100～400万人）�

州レベル（８州）�

（Province Level）�

Provincial Director of Health Service

基幹病院（Base Hospital: 36）�

（／人口1,000～170万人）�

県レベル（２～３、５県／州：24県）�

（District Level）�

Deputy Provincial Director of Health Service

地域病院（District Hospital: 155）�

地域付属病院（Peripheral Unit: 103）�

地区病院（Rural Unit: 158）�

（／人口60～10万人）�

地域レベル（９～16地区／県：256地区）�

（Division Level）�

Divisional Director of Health Service

産　院（Maternity Home: 5）�

産院＋中央施薬所（Maternity Homet＋CD: 75）�

中央施薬所（Central Dispensaryt: 389）�

住民レベル（256か所）�

（Community Level）�

Nedical Officer of Health
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図３－５　医療サービス供給体制

　中央保健省は、政策・政令の策定、通達、指導、医療従事者の育成、国立・教育・専門病院、

及び研究施設の運営・財務管理、医療人材の配置、医用資材の一括調達等、責任機関としての役

割を担う。

　これに対し州保健省は、政策・政令の実施、州病院以下の医療施設の運営・財務管理、ロジス

ティックの運営・管理、各種プログラムの実施・管理等、実施機関としての役割を有している。

　現在、スリランカ政府は、中央政府機能の一部を州政府に移管しつつある。保健省において

も、州病院以下の医療施設に関する運営・財務会計は既に各州保健省に移行しており、各州保健

省が運営管理責任を担っている。

　しかしながら、中央と地方との間には温度差があり、意志・情報の疎通が欠けていることによ

り、医療の地域格差の拡大等の問題（適切な人材配置がなされないことや需要に対応できないロ

ジスティック等）があり、各医療施設では効率的な医療サービスの提供に支障を来している。

　効率的・効果的な政策・計画実施のためには、行政における運営体制（マネージメント）を再

構築し、中央・地方、相互の協力体制の確立が望まれる。

３－４－２　医療サービス供給（施設施設レファラル）体制

　スリランカの医療サービス供給体制は、図３－５のようなピラミッド型のレファラル体制を構

築している。各医療施設は、レベル（診療活動内容）に応じた施設規模、内容、人員配置となっ

ており、機構としては整備されている。
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　国立病院（National Hospital、旧 Colombo General Hospital）を頂点としたレファラル体制は、

一次・二次医療施設における診療機能が大幅に不足していることにより、また、医療施設へのア

クセスのよさもあって、患者は直接、三次医療施設を受診しており、レファラルシステムは機能

していないのが現状である。

　レファラル機能の低下に伴い、三次医療施設では軽度の患者の対応に追われ、結果として本来

の高次医療施設としての役割・活動面において支障を来している。また、財政面においても大き

な負担となっており、レファラルシステムの機能を活性化することが求められている。

　これには、紹介制度の法的整備（緊急患者を除き、比較的軽度かつ紹介状のない患者は、優先

順位を下げられる等）、一次・二次医療施設における診療機能の改善により、住民の信頼感を向

上させること、及び保健所や巡回保健婦を通じた住民教育等の方策が必要である。

３－４－３　医療情報システム及び医療統計

　スリランカの保健情報・医療統計は、保健省計画局・保健情報課及び統計ユニット（Statistic

Unit）がデータ処理にあたっている。集計された統計データは、国立政策研究所（Institute of Policy

Studies：IPS）へ送られ、IPS で精査のあと、公式統計として開示される。

（1）保健データ収集システム

　　各医療施設、医療・行政機関、疾病対策組織（Unit）は、州・県・地域・地区レベルにお

いて、上位施設・機関に対し、３系統の報告を行う。医療データ（疾病記録、罹患状況）は、

各医療施設から直接中央保健省担当課に報告される。図３－６に保健データ収集システムの

図３－６　保健データ収集システム
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図３－７　保健省の認識

概念図を記す。

　　医療情報の収集方法としては、国際標準である「国際疾病分類（第10版、WHO ICD10）」

に基づき、すべて画一フォームに記載する形で行われている。

　　各医療施設では、患者一人一人に対するカルテを作成している。カルテはA5版ほどの定

型フォームであるが、ほかに市販のノートに線を引き、そこに来院患者の状況を記録し、日・

月ごとに集計を出している。カルテといっても与薬記録はなく、患者の特定とどのような診

療を行ったかのみの記録簿である。与薬は５cm四方に細かく切った紙に必要な薬品名を記

載し、患者に渡してしまい、診察側の記録は残っていない。

　　このような状況で取られたデータに対し、精度管理の規定は上司・長による確認のみであ

り、確認の署名がされた記録（レコード）は上位機関へと送られていく。

（2）情報処理・統計処理における問題点

　　図３－６におけるデータ集計・レコード作成は、すべて手作業（マニュアル）で行われて

いる。

　　このため、データそのものは、WHO ICD10 に従って収集されているものの、集計処理の

段階における精度管理（クオリティー・コントロール）が希薄であり、処理された数値に対

する信頼性に疑問が生じている。正確な情報の伝達には、各段階における徹底した精度管理

が必要である。

　　保健省情報課は、保健統計を作成するにあたり、この問題を十分に認識しており、更に精

度を向上させるための計画（Medical Information System：MIS）を立案中である。

　　保健データ・レコードの信頼性を改善するためには、精度管理基準・方法の改善が必須で
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ある。手作業による問題よりも精度管理手法の問題が大である。

　　統計は、データの分析・評価により、現状に則した政策の立案、優先順位の決定、計画の

実行のために不可欠である。上記問題点を認識し踏まえたうえで、より統計の信頼性を向上

するため、画一したルールでの精度管理基準、及び情報のデータベース化が求められてい

る。

（3）GIS（Geographical Information System）導入について

　　保健省では、コンピューターを用いたデータベースによるGISは、いまだ導入されていな

い。統計処理がマニュアルによる作業に依存しており、クオリティー・コントロールが機能

していない現在、数値の信頼性の低下とともに、レコードに間違いや記載ミスが発生した場

合、その修正に膨大な時間を要することになる。結果として、最新統計の発出が遅延・停滞

し、政策案の策定にも影響を及ぼしかねない状況にある。

　　より迅速かつ正確な情報・統計処理の実現のためには、GISの導入が効果的である。特に、

ベースとなる地図上に三次元的にデータを配置することにより、現状の把握が迅速に行える

利点は、政策決定（Policy）、運用（Management）、投資計画（Finance）、計画実施、中間・

事後評価等の一連の行政・施行サイクルにおいて、統計の有効活用を可能とする。

　　しかしながら、一般論としてソフトウェア（データベースを含む）は、一度構築された段

階でハードウェアと化し、以降のメンテナンスや新たな精度管理基準の導入が重要課題とな

る。また、コンピューターやイントラネットの導入も必須となり、通信環境等インフラスト

ラクチャーによる影響も大であることから、データベースの構築、及びGIS導入にあたって

は段階的に行われるべきであり、導入レベルの設定、投資計画とともに綿密な計画を策定す

る必要がある。

３－５　地方保健医療の現状と課題

（1）地方医療サービスと地域保健、PHC 活動：概念と定義

　　地方医療サービスは、中央政府直轄のいわゆる三次医療サービスに対し、地方政府が中央政

府から提供された予算によって運営する医療施設、さらに、行政単位を管轄する保健局長に相

当する医師が運営する、日本の保健所に相当する機関によって提供される公衆衛生、予防サー

ビスを総称して示す言葉である。コロンボ、キャンディ、ゴール等の主要都市部、そのほか中

小の地方都市部、都市近郊部そして村落部の状況を比較すると、予算配分をはじめとしてサー

ビスの質、量ともにかなり多様性が認められる。

　　地域保健とは、村落部や都市近郊部の住民居住地域を意識した用語で、一般的に公的な保健

医療施設による予防や、健康増進活動を主体とした総合的保健医療活動を指す。実施主体は現
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地に定着している保健婦、看護婦、助産婦、環境衛生指導員等であり、レファラル制度のなか

では、県病院以下の比較的小規模で、住民の居住地域に近接して立地している施設の活用を前

提として展開されている。その基本理念はいわゆる PHC である。スリランカの地方において

は、このような地域保健活動はOffice of Medical Officer of Healthによって実施されているが、

標準化されたPHCの基本８項目が、すべての地域でバランスよく実施されているかについては

不明である。

（2）スリランカの地方保健医療に係る政府、保健省の保健政策理念、並びに保健計画

　　地方政府への権限委譲は、制度上は実施されているが、予算執行上の地方政府の自由度は少

なく、予算執行に関する地方政府管轄保健医療機関の自由度は更に少ない。このため、教育病

院、総合病院に比して、地方への投入は少なくなり、国全体の保健医療予算の半分以上が三次

医療のみに投入されているのが現状である。人材確保と配置についても保健省が権限をもって

おり、地方政府あるいは各施設の自由度は極めて少ない。この結果、地方と中央の保健医療施

設の間には施設、機材、人員配置上の大きな格差が生じている。

（3）地方医療サービスの課題

　　県病院以上の施設への受診が、地域の小規模の施設に対するそれよりも多い。これは地域ユ

ニット、地区病院、県病院に地域住民をひきつける核となるような施設、機能が付与されてい

ないため、住民は、例えば胸部X線検査等の簡単な検査を受けるためだけにも上位機関を受診

する傾向にある。

　　PHC の現場と地域ユニット、地区病院との連携が、充実していない可能性が高い。

　　地方の公的保健医療サービスと疾患予防活動の有効な連携については、更に開発の余地を残

している。予防や病気・病的状態の早期発見のための活動の促進、特に感染症の screening

service、生活習慣病対策については、地域の一次医療機関の利用度をあげる必要がある。

　　PHC活動と地域に近接した医療施設との連携が、特に都市近郊部では考慮されていない。都

市部、都市近郊部における「低所得社居住地域における都市型のPHC活動」の整備が、保健計

画当事者によって十分に考慮されていない可能性がある。

1）　地域保健医療サービスの供給体制

　　スリランカにおける地域保健サービスは、人口や行政組織に応じて配置されているOffice

of Medical Officer of Health（地方政府管轄）に配属されている医師（公衆衛生）によって、

統括、実施されている。以下のコメディカルスタッフがそれぞれの分野で活動している。

①　Public Health Inspector

②　Community Health Nurse
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③　Midwife

④　Health Educator

⑤　Dental Therapist (School service)

　　公的医療サービスは保健省、地方政府の管轄下の医療機関によって提供されている。保健

省管轄の養成施設・教育機材の標準化が徹底されていないこと、及び職場内訓練が活発でな

いこと、更には県病院、基幹病院等の医療機関の職員訓練能力が不十分であることから、コ

メディカルスタッフが数的にも能力的にも不十分であることが問題となっている。

2）　保健医療施設の機能及び維持管理体制

　　中央、地方を通じた病院施設の維持管理については、清掃業務、警備等のアウトソーシン

グによる実施などの努力はみられるものの、予算の配分、管理体制の整備は不十分である。

例えば中央の施設（教育病院や総合病院）に比して、床面積、基本設備（電気、上水、下水

設備、照明等）の点において整備が不十分である。

3）　 医療機材、器具の現状と消耗品の供給体制

　　これら医療機材の更新、維持管理についての計画、実施、モニターに関連したシステムの

整備が不十分であり、また設置環境整備が標準化されていないため、施設によって整備状況

が異なる。医療用消耗品、各種医用材料の調達、供給についての権限が保健省にあり、各施

設には自由度がないため、基本物品の安定した供給とニーズに応じた調達が妨げられてい

る。

　　User maintenance、Preventive maintenance の制度の整備、実施面の組織づくりが不十分で

ある。医療機材修理、維持管理センターとして、保健本省にBio-medical Engineering Services

（BES）が設置されているが、地方での展開が非効率であり、修理、定期点検のニーズのある

ところに容易にサービスがいき届いていない。

4）　保健医療情報に関連した制度、計画へのフィードバック

　　各医療施設で収集管理している疾患情報の扱いについて、統一基準がないためにデータの

信頼性が不明である。また保健本省、地方政府、保健医療施設間の保健情報に関する制度が

ないため、各保健医療施設のMISのデータや、保健情報を活用し、将来計画へ反映するよう

なシステムが構築されていない。

5）　地域におけるヘルスプロモーション、保健教育、IEC

　　保健教育は、本来ならば、保健医療施設による地域保健サービスの現場へのサポートとし

ての役目を担っている。しかしながらスリランカの現状では、治療と予防が別の系統で実施

されており、連携ができていない。ヘルスプロモーションが国家計画のなかで地方の保健

サービスに活かされるためには、学校保健サービスの実施形態と問題点の把握とともに、成

人、思春期の青少年を対象とした社会教育としての保健教育をきっかけとして、学校保健の
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メッセージを地域へ広げていく取り組みが必要とされている。

6）　地方保健医療サービスとジェンダー問題

　　スリランカでは、「女は家から外に出ない」という習慣が根づいているために、村落地域

や少数民族のコミュニティーにおける保健医療施設が、女性によって十分に活用されていな

いという現状がある。また、シャンティやスラムにおける早婚とリプロダクティブヘルス

の問題は、地方保健医療サービスにおけるジェンダーの課題となっている。

7）　地方医療活動のモニタリング評価システム

　　各施設のMISと上位機関のモニタリング活動が十分にリンクしておらず、このため保健医

療活動が現状に即した活動・実施形態になっていない可能性がある。保健省や地方政府の各

医療施設の業務改善活動（TQC）等に対する支援体制が、十分に整備されていない。

8）　保健セクターとしての貧困削減への配慮

　　スリランカの医療サービスは、無料提供が貧困層にどのような意味をもつか、貧困層でも

民間機関を活用せざるを得ない状況になってはいないか。

　　プランテーション分野において、農園労働者の保健や医療は保健省が管轄せず、プラン

テーション省の管轄者と農園を経営する企業が直接運営している。農園はいずれも都市部よ

り遠隔地にあり、労働者の保健省のサービスへのアクセスは良好とはいえない。現在の政策

では、保健省が貧困層の保健問題をどう定義し、どう取り組もうとしているのか、はっきり

とは把握できない状況である。

３－６　保健医療財政に係る現状と課題

（1）スリランカにおける保健財政制度：概　要

　　スリランカの保健医療体制は、国内事情により戦費負担が重く、GDPの２％未満しか保健医

療支出が行われていないにもかかわらず、平均年齢が 74 歳程度と先進国並みの状態にある。

また、出生率の低下により、人口増大圧力からも解放された状態である。しかしながら財政赤

字が続いている現状においては、効率的・効果的な資源配分が保健医療セクターにおいても行

われることが要請されているとのことである。

　　さらに検討されねばならない問題として、Gini 係数で測って0.5にも達する所得分配の不均

等性（日本は 0.35 である）があげられる。１人当たりのGDP が 800 米ドルの国にあって、こ

の所得分配の不均等は、深刻な貧困層の存在を示すと考えられる。貧困層の実態は、いまだ明

らかでない点が多いと考えられるが、貧困層の解消がスリランカの保健医療状況の前進に寄

与することは明らかであると推察される。

　　この点からも、同国の保健医療体制の強化のためには、保健医療セクター間のみならず省庁

の壁を越えたアプローチが必要であると考えられる。
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（2）個別論点

1）　財政に占める保健医療関連支出のウェイトが低い

　　この問題はスリランカにおける内政問題であり、保健医療セクターとは直接関連しない問

題である。しかしながら、先進各国では、保健医療費は GDP の５％程度を最低でも占める

状況であり、スリランカの保健医療問題の抜本的な解決のためには、避けて通れない課題で

あることは確かである。また、スリランカでは公務員に対して課税がされていないこともあ

り、何らかの財政システムの改善による財政状況の改善を図ることは、長期的な課題として

必要であろう。

　　さらに、持続的なパイの成長のみならず、その分配状況の改善についても継続的な施策が

必要である可能性が高い。

　　また、保健医療セクターにおける公私の役割分担についても、長期的な視野から政策的に

対応すべきと考えられる。

2）　保健医療分野における合理的な予算配分システムの確保

　　保健医療セクターへの予算配分方式は、大病院に対しては保健省から直接予算が配分さ

れ、中小病院については、保健省から州政府を経て資源が配分される。効率的な資源配分の

ためには、国家的な目標と地域的なニーズの調整が適切に行われることが必要である。その

ため、保健省管轄部門と各州政府管轄部門の間で役割分担が適切にされる必要がある。今

回、確認されていないが、今後、この点の実態について情報を得ることが必要であると考え

られる。

3）　患者レファラルシステムの構築

　　保健医療セクターにおいて稀少な資源を有効に活用するためには、患者の治療の必要性に

応じて適切な医療を適切な医療機関で行うことが重要となる。スリランカでは、我が国と同

様、病院に対してフリーアクセスが行われている。我が国のフリーアクセスシステムは（特

にイギリス人の医療経済学者の視点からは）高価なシステムとして受け止められている。

それゆえ、希少資源の効率的な配分を考える場合には、再考されるべきシステムであろう。

よって適切なレファラルシステムを構築すべきであると考えられる。以下この問題について

詳細に検討する。

A．病院の機能分化の必要性

　　例えば、州政府から資源配分を受ける比較的小規模病院（病床数 200 床程度）と、保健

省管轄下にある比較的大規模病院（病床数800 床程度）を比較すると、配置されている医

療機器は後者の方が充実している。しかしながら双方の病院ともに、平均在院日数は３日

程度と非常に短い。この点に関してまず明らかにされねばならないのは、それぞれの病院

に入院している患者の医療必要度の確認である。アメリカ合衆国を除けば、平均在院日数
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が一桁であることは、先進国においても稀である。

　　次に確認されねばならないのは、双方の病院がそれぞれ受けもつ病院機能である。平均

在院日数が３日と同一である場合、似通った重症度の疾病による患者が入院していること

が考えられる。このことから、双方の病院の機能分担が適切に行われているか否かについ

て、疑問を呈さざるを得ない。もっともスリランカでは、平均在院日数が３日程度となる

疾病が中心となる疾病構造を呈しているとも考えられる。しかしこの場合には、総合病院

の資本装備が課題である可能性が強くなる。

B．診療所（Central  dispensary）の位置づけ

　　今回の直接の訪問調査対象となっていないが、病院訪問調査の結果から推測すると、公

的保健医療セクターにおいて診療所は明確な位置づけが与えられていない。診療所は先進

各国の医療制度においては重要な役割を果たしている。community health serviceの実施拠

点、及び病院へのレファラルの起点となっている。スリランカにおいても、診療所がこの

ような役割を果たす可能性について、検討されるべきであると考えられる。

　　この理由の１つとして、病院機能の外来から入院への転換の必要性があげられる。今回

訪問した病院は、すべて外来部門が混雑していた。患者からの fee によって費用を一定程

度賄うことを要請されている一方、高度な医療サービスを行うことが求められているスリ

ジャヤワルダナプラ総合病院では１日 600 人、がん専門病院であるマハガマがん病院で

は、具体的な数は不明であるものの、廊下が埋め尽くされるほどの外来患者数、コロンボ

サウス総合病院では2001年度８月の実績では1,954人、ホマガマ基幹病院では678人（365

日換算）である。これらの外来患者は、病院の機能に応じてというよりは、地域の実情に

よって、これらの病院の外来部門を受診していると考えられる。それゆえ、高機能病院で

すら外来部門に相当の資源を配分しなければならず、本来業務が効率的・効果的に実施さ

れていない可能性がある。これらの外来患者の一部を診療所で分担することが可能である

か否かは、検討されるべきであるといえよう。

C．資源配分の分権化

　　一例として、ホマガマ基幹病院では、規定予算額が通知されているが、実際には申請に

よる現物の配分という形で資源が配分されている。それゆえ、個別の費目を超えて機動的

な予算執行を行うことは不可能となっている。その一方、配分される薬剤の不足等は発生

していないとのことであった。これは過剰な外来患者の診察や、医学的必要性の低い入院

患者の治療に投入される資源をも賄ってしまう可能性がある。効率的な資源配分を達成す

るためには、予算配分方式についても再度検討する必要性があると考えられる。

4）　施設の改善

　　病院の衛生環境は十分に高いとはいえないであろう。少なくとも、①廊下に入院患者用の
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ベッドを配置することをやめる、②施設内外のゴミ処理等基本的環境整備を強化し、病棟に

ハエが飛んでいるような状態をなくす、という２点は達成されるべきであろう。熱帯地域に

適応した病棟を設計し、適切に運用していくシステムの強化が必要とされる。

　　その場合に重要となるのは、各病院が内在的な投資誘因をもつことである。これまでの援

助による固定資本形成から一歩進んで、各病院が適切な医療を提供することにより、適切な

余剰を生み出し、それを再投資されるシステムが構築されるべきであろう。その病院にとっ

て必要な医療資源が何であるかは、その病院の当事者自身が最もよく理解しているはずであ

る。それゆえ当事者自身による、適切な投資の意思決定がなされるように条件を整備してい

く必要がある。この点は医療従事者の育成・能力向上といった人的資本についても同様であ

る。

5）　病院情報システムの改善

　　効率的な診療を実施するためには、患者ごとの受診記録等の情報が整備されている必要が

ある。この点については各病院とも問題点をはらんでいると考えられる。その理由の１つと

して、患者の診療記録を作成する誘因が存在しないことがあげられる。我が国の場合は、患

者の診療内容を残さねば医療費の保険償還のための請求書作成に支障を来すこととなる。そ

れゆえ、患者の診療情報を適切に管理する金銭的な誘因が存在する。定額予算制の場合に

は、このような誘因が発生しにくいと考えられる。

　　病院内の情報システムの整備の遅れは、保健医療政策を立案するための統計資料の作成に

も支障を来すこととなる。また、私的保険利用者の疾病動向なども、政府への報告義務を課

すことも政策立案の観点から必要であると考えられる。

6）　行政能力の向上

　　行政主体が施策の企画・実施能力を向上させることも必要であると考えられる。特にその

基礎となる統計データの収集は重要である。それゆえ、保健省が独自に統計調査の設計・実

施を行える能力をもつことが必要であるかもしれない。さらに、予算管理能力を含む法令体

系の再整備も不可欠と考えられる。

　　これらの調査を実施する際には、スリランカ政府が将来的には、同種の調査を自律的に実

施すべきであると考えられることより、同国政府が承継できる調査設計とすることを念頭に

おくべきである。さらにこれらの調査は、以下の点について、今後その妥当性を検討するた

めのものと位置づけられるべきと考えられる。

（3）本格調査に対する提言

　　以上の点を踏まえて保健医療セクターの強化方策のうち、財政に関連する面の調査に関する

留意点としては、次のものがあげられる。まず、実態調査を企画・実施が必要である点は次の
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４点である。

①　患者受診行動

・医療機関の窓口で患者に対し、疾病名・受診頻度等を調査する。

②　所得格差と健康状態の関係（住民）

・地域住民に所得・健康（栄養）状態・各種意識調査・受診確率等を調査する。

③　医療機関や関連産業の経営実態

・医療機関（診療所含む）での（人的）資本の実態、経営状況等を調査する。

④　人的資源開発の実態と必要度将来予測

・有資格者の就業実態について調査を実施し、資格者の今後の育成必要数を推計する。

　　これらの調査を実施する際には、同種の調査はスリランカ政府が将来的には自律的に実施す

べきであると考えられることより、同国政府が承継できる調査設計とすることを念頭に置くべ

きである。さらに、これらの調査は、以下の点については今後、その妥当性を検討するための

ものと位置づけられるべきと考えられる。

1）　中央診療所（Central dispensary）の公的保健医療セクターでの位置づけの明確化

　　中央診療所に対しての予算配分を明確にする。例えば、各病院の外来部門で消費されてい

る資源の大半を診療所に対して配分する。その代わり、中央診療所では軽度な診療に特化し

て、より安価に提供できる体制を構築するように誘導する。病院は外来部門に対する資源の

投入を止め、入院サービスに特化するように誘導されるべきである。病院外来部門の費用を

削減することによって、外来部門を民間部門である診療所にアウトソーシングすることとも

いえる。

2）　レファラルシステムの構築

　　1）に関連し、病院が入院機能に対して特化できるように、レファラルシステムの構築は

必須であると考えられる。この場合、患者は初診時に必ず診療所を訪問することを義務づ

け、かつ診療所に対しては、軽度な疾病に対する治療が可能となるように、技術・設備等の

整備を進める。また、病院へは診療所の紹介状ないしは診断書がなければ受診できないか、

相対的に高い自己負担が徴収されるシステムが検討されるべきである。

3）　予算配分システムの一元化及び合理化

　　地域ごとの医療資源の適正な配分を達成するために、大規模病院への予算配分と中小病

院・診療所・保健所等への予算配分を一元的に管理し、州ごとの資源配分の適正化を配慮す

る必要がある。

4）　病院設備の改善

　　病院設備を現状よりも改善すべきである。入院中の QOL が確保されるべく衛生面・居住

性の面を改善する余地がある。この場合、援助機関からの資源導入が、高度医療機器の購入
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に集中することなく、適切に行われる必要がある。

5）　医薬品・医療機器産業の育成

　　対外収支に制約されることなく、医薬品・医療機器が利用可能となるように、医薬品・医

療機器産業の育成が図られるべきかもしれない。

6）　患者自己負担及び公的医療保険の導入検討

A．診療経費の患者一部自己負担制度

　　患者自己負担の引き上げについては、世界の医療経済学者の間において、財政波及効果

が極めて小さいことが共通見解となっている。また、日本でのこれまでの経験に照らして

も引き上げ効果は短期的（１年内外）にとどまることが知られている。その一方、政治的

には反発が強い問題である。それゆえ、財政的な観点からの導入の効果は懐疑的である一

方、政治的には困難が伴うものと予想される。

B．公的医療保険導入には保険料徴収のための仕組み、資源が必要

　　公的医療保険の導入については、自己負担の設定以上の困難が存在すると考えられる。

保険料の徴収である。保険料の徴収システムの構築には、そのためだけに資源が必要であ

るだけでなく、徴収を確実に行うために更に資源が必要であることが銘記されなければな

らない。我が国の国民健康保険制度においては、８兆円の医療給付のために、2,000 億円

程度の事務費（徴収費を含む）を負担していることは考慮されなければならない事実であ

ろう。
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第４章　本格調査の実施方針

４－１　調査の基本方針

　スリランカの次期国家開発計画（Vision 2010）における保健分野開発計画に対する政策策定支

援となるべく、同国における医療機関の独立採算制の導入可能性の検討、レファラルシステムの

構築等を軸とした地域保健医療サービスの強化等、包括的な国家保健医療制度改革のマスタープ

ラン（M／P）を策定する。また、その過程において、カウンターパート（C／P）への技術移転

を行う。

４－２　調査の内容と範囲、期待される効果

４－２－１　調査対象地域

　本件の本格調査の対象地域は、基本的にスリランカ全土とする。ただし、紛争が続いている北

部・東部地域においては、本件調査関係者の現地踏査は不可とする。また、現地再委託コンサル

タントの技術者であったとしても、本邦の基準に照らし合わせて、日本人コンサルタントと同様

の行動規範を適用する。

　安全とされる紛争のボーダーライン（巻頭の調査対象地域図参照）上での現地調査に関して

は、保健省関係者及び日本側関係機関と十分協議したうえで、安全が確保された状態で実施すべ

きである。

４－２－２　調査項目

（1）フェーズ Ⅰ【基礎調査】

1）　既存資料の収集・分析・聞き込み調査

　　以下の項目について既存資料の収集、関係者への聞き込み調査によって、現況を把握す

る。

①　保健計画

②　保健財政

③　保健サービス供給システム

④　医療機材、消耗品供給状況、維持管理状況

⑤　薬剤確保管理供給システム

⑥　人材確保・養成システム

⑦　医療情報システム

⑧　健康増進、健康教育

⑨　ジェンダー
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⑩　モニタリング及び評価システム

2）　基礎データ収集・分析（現地実査）

　　以下の項目について現地実査を行い、聞き取り調査によって現状の把握を行い、併せて

スリランカ政府の情報収集・管理システムの現状についても調査を行う。

①　健康状況（出生率、乳幼児死亡率、妊産婦死亡率、主要死因、生活習慣病の疾病

状況）などに関する聞き取り調査

②　保健医療施設利用状況調査

③　受診行動に関するKAP調査（医療需要側・医療供給側）

④　保健サービス状況（保健行政、保健政策、組織法体制、医療施設・機材現況、医

療従事者、医薬品、ワクチン供給状況、保健医療情報システム等）

⑤　人材育成制度

⑥　地方医療施設・団体の財務状況調査

⑦　関連ドナー、NGOとの協議及び動向把握

⑧　国家財政バランスシート作成（保健セクター）

⑨　課題・制約要因の抽出・分析（横断的課題・個別的課題別）

（2）フェーズ Ⅱ【マスタープランの策定】

　　2010 年を目標年次とした保健医療体制精度改善計画を策定する。

①　保健計画・健康管理

②　組織構成

③　保健行政

④　保健財政（医療費の有料化、医療保険制度の導入可能性の検討も含む）

⑤　人材育成、管理

⑥　レファラルシステムを含む保健サービス

⑦　保健情報

⑧　予防医学、職場内健康管理

⑨　健康増進

⑩　環境

⑪　リハビリテーション

⑫　保健施設

⑬　事務手続き

⑭　薬剤確保管理供給システム

⑮　セクター間の協調
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４－３　計画目標年次及び精度

　スリランカ政府が現在策定中の、国家開発計画（Vision 2010）に基づき、2010 年とする。

また、M／ Pの精度を確保するために、以下の年次及び項目において評価を実施する。

（1）計画実施年度

　　2003 年度、スリランカ保健省の保健開発計画におけるM／ P の採否の状況を確認する。

（2）中間評価

　　2006 年度、M／ P における個別計画実施後の中間評価を行う。

（3）終了時評価及び提言

　　2010 年度、終了時評価及び次期保健開発計画への提言を行う。

４－４　調査工程と要員計画

（1）調査工程

　調査工程は、実施細則（S ／W）で合意したとおり、全体で約１年とする。

（2）要員計画

　本格調査団は、おおむね以下の分野をカバーする団員によって構成する。

①　総　括

②　保健政策・保健計画

③　保健財政・医療保険制度

④　保健医療サービス供給・評価システム

⑤　施設・機材・消耗医用材料

⑥　人材育成・適正配置・教育訓練

⑦　予防医学・疾病対策・保健教育

⑧　保健情報

⑨　社会学・医療人類学・住民参加

⑩　GIS 医療地理学

４－５　調査実施体制（C／ P配置、ステアリング・コミッティー等）

　本件調査にかかるスリランカ側責任機関は保健省である。また、個々のC／Pに関しては、国

際協力事業団（JICA）調査団の要員の専門分野に応じて配置される。なお、関係する様々な機関

との調整を図りながら、スムーズに本調査を実施するため、また策定されたM／Pがこれら関係

機関の協力を得て実効力のあるものとするため、関係機関からなるステアリング・コミッティー

を組織する。
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　保健省は、ステアリング・コミッティーを構成すべき、スリランカ側関係機関の調整、協力取

り付けを行い、調査開始までにメンバーの最終決定を行う。

　なお、本ステアリング・コミッティーの外部立会人として、世界銀行（WB）からの出席を予

定している。

４－６　調査実施のための環境

（1）再委託可能業者に関する調査（ローカル及び外国コンサルタント、NGOに関する現状把握）

　　スリランカには、民間のコンサルタント企業、リサーチ会社等が多く存在する。それらのな

かで現地調査において、以下の３社に対し、会社概要、技術者・要員、調査費用（見積り）の

聴取を行った。

① 　ENGINEERING SOLUTIONS（PVT）Ltd.

住所／連絡先：18/229, E. D. Dabare Mawatha, Colombo 5

Tel：94 1 504230, 553047   Fax: 504230

e-mail：isjay@sltnet.lk

会社概要：コンサルタント・エンジニアリング会社

　　1994 年、エンジニアリング会社として設立され、WB、外国援助によるプロジェクトにも

参加経験がある。また、海外での調査経験も有している。

　　部長の Mrs. I. Jayawardena は、元保健省 BES 所長であり、アメリカ合衆国で臨床工学修

士号を取得している。保健省退職後、国際原子力機関（IAEA）本部（ウィーン）にて４年間

勤務し、現在は同社にてコンサルタント業を営んでいる。スリランカの保健・医療分野に精

通しており、信頼性は高い。

②　 DCR ASSOCIATES（PVT）Ltd.

住所／連絡先：7/1, Balahenmulla Lane, Colombo 6

Tel：94 1 552044   Fax: 552044

e-mail：ranat@slt.lk

会社概要：コンサルタント・リサーチ会社

　　1988 年設立。自動車販売会社の会計調査・報告や民間保険会社の調査を行うなどマーケ

ティング・リサーチを得意とする。国連教育科学文化機関（UNESCO）の児童労働に関する

調査を行った経験あり。

③　 CIYATEC

住所／連絡先：18/229, E. D. Dabare Mawatha, Colombo 5

Tel：94 1 504230, 553047   Fax: 504230

e-mail：isjay@sltnet,lk
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会社概要：エンジニアリング及びコンサルタント会社

会社概要：問い合せ中（未着）

（2）必要な調査用資機材とその調達方法（必要な資機材の種類、仕様、数量、現地調達の可否、

先方機関保有機材）

　　事務機器（パソコン、プリンター、ファックス等）は、現地で調達可能である。またコピー

機等、大型事務機器についてはリースも利用可能。

（3）調査環境（宿泊場所、連絡手段、生活必要物資供給状況、電気事情、ビジネスサービス供給

状況、治安状況）

1）　治安状況

　　コロンボ市内においても、「タミル・イーラム解放の虎（LTTE）」によるテロ活動が懸念

されるため、調査団員は安全確保を最優先しなければならない。

2）　宿泊施設

〈ホテル〉

　コロンボ市内における主要ホテルは以下のとおりである。

〈５つ星ホテル〉

　コロンボの５つ星ホテルのシングルは１泊 50～ 105 米ドルで、更に 10％のサービス料と

12.5％の消費税が課される。１か月以上宿泊の場合には割引が適用されるが、あらかじめ月

単位でホテルと交渉する必要がある。主要ホテルは次のとおりである。

・JAIC Hilton

・Colombo Hilton

・Hotel Galadari

・Trans Asia Hotel（旧名称：Renaissance Hotel）

・Taj Samudra

・Lanka Oberoi

・Ceylon Intercontinental

〈３～４つ星ホテル〉

・Galle Face

・Renuka

・Grand Oriental Hotel

〈中・長期出張者向け〉

・Hotel Janaki
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〈ゲスト・ハウス〉

　長期滞在者向けのゲストハウスは以下のようなものがある。

・Colombo Guesthouse

※物件を探すには、新聞広告（Sunday Observer など）、ハウスブローカー、口コミなどがあ

る。通常ブローカーが斡旋した場合は、契約時に家主からブローカーへ１か月分（１年契

約の場合）の家賃が謝礼として支払われる。

　コロンボスイミングクラブなど、外国人がよく利用する施設の掲示板も利用できる。

3）　連絡手段

　　有線電話にはインフラ面の制約もあり、また公共の場所には公衆電話もあるが、通常の連

絡手段としては、携帯電話が最も便利である。GSM用の電話機本体も購入可能であるが、他

の諸国と比べると若干割高である。SIMカードは850ルピーから販売されており、電話会社

で購入可能である。

　　昨今では、インターネット（E-mail）を利用した通信手段も普及しつつあり、スリランカ

においてもプロバイダー（ISP）との契約が可能である。

　　また、これらの ISPはローミング・サービスにも加入しており、日本国内の主要プロバイ

ダーと契約している場合は、スリランカ内での主要都市において、インターネットへの接続

が可能である。

4）　生活必要物資供給状況

　　コロンボ市内では、一般的に生活に必要となる物資（日用品、衣服等）はすべて調達可能

である。

　　またコロンボ市内には、スリランカ料理店以外にも日本料理店、中華料理店、韓国料理

店、西欧料理店など多々存在するため、外食には不便はない。食材についてもスーパーマー

ケット（Liberty Plaza 等）において調達可能である。

5）　電気事情

　　コロンボ市内の電力供給事情は比較的よいが、夜間の計画停電（45分間）や、日中でも断

片的な停電が起こることがある。

　　コンピューター等精密電子機器の使用にあたっては、無停電電源装置（UPS）の設置等、

注意が必要である。

6）　ビジネスサービス供給状況

　　主要なホテルには、ビジネスセンターが設置されており、会議室、コピー機など、書類作

成等に利用が可能である。また市街地には、民間のコピー・サービス店も数多く存在する。
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7）　その他

　　2001 年祝祭日

１月 ９日 Duruthu（ドゥルトゥ月）のポヤ・デー

１月 14 日 タミル・タイ・ポンガル・デー

２月 ４日 独立記念日

２月 ７日 Navum（ナワン月）のポヤ・デ

２月 21 日 マハー・シワラトゥリ・デー（ヒンドゥー教徒の祭日）

３月 ６日 イドゥ・ウル・アラー（イスラム教徒の祭日）

３月 ９日 Medin（メディン月）のポヤ・デー

４月 ７日 Bak（バク月）のポヤ・デー

４月 13 日 グッド・フライデー（キリスト教徒の祭日）

４月 13 日 シンハラ人とタミル人の大晦日

４月 14 日 シンハラ人とタミル人の新年

５月 １日 メーデー

５月 ７日 Vesak（ウェサック月）のポヤ・デー

５月 ８日 ウェサック月ポヤ・デー翌日祭

６月 ５日 マホメットの生誕祭（イスラム教徒の祭日）

６月 ５日 Poson（ポソン月）のポヤ・デー

７月 ５日 Esala（エサラ月）のポヤ・デー

８月 ３日 Nikini（ニキニ月）のポヤ・デー

９月 ２日 Binara（ビナラ月）のポヤ・デー

10 月 ２日  Adhi Vap（アディ・ワプ月のポヤ・デー

10 月31 日  Vap（ワプ月）のポヤ・デー

11 月14 日  ディーパワル・フェスティバル・デー

11 月30 日   Il（イル月）のポヤ・デー

12 月17 日  ラマダン明け（イスラム教徒の祭日）

12 月25 日  クリスマス

12 月30 日  Unduvap（ウンドゥワプ月）のポヤ・デー

※スリランカの４月は、旧仏教において正月となるため、フルムーン・ポヤ・デー（満月の休

日）等も含めて休日が続き、調査に支障を来す。したがって、現地調査の実施時期は５月以

降が望ましい。
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４－７　調査実施上の留意点

（1）WB との協調

　　事前調査の協議において、WBがPHRDファンドにて実施を予定している調査との重複の危

惧が判明し、WB担当者も交えた公式協議において、WB調査と JICA によるM／ P調査が協

調して進行するよう、スリランカ側が責任をもって調整することが確約された。しかしながら

本格調査の実施においては、調査団とWB との密接な連携が必要となる。

　　調査団はこの点に十分留意し、スリランカにとって効果的なアウトプットをつくるための調

査を実行する能力が求められる。

（2）安全管理

　　スリランカにおいては、政情は安定しているもののいまだテロ事件の発生の可能性も否めな

い。したがって、調査団はスリランカ、日本側関係機関と常に密接に協議のうえ、十分な安全

管理の下、現地調査を実施する必要がある。





付　属　資　料

１．Terms of Reference

２．Scope of Work

３．Minutes of Meetings

４．面談者リスト

５．主な訪問議事録

６．Questionnaire

７．事業事前評価表

８．資料リスト
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